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概要書 
 
＜執筆の狙い＞ 
  本研究では、カタログ通販企業、店舗小売業、金融業などが軒並み行っている、WEB 
 を中心としたチャネル拡張の目的と課題を整理しつつ、顧客価値管理という視点でチャネル 
 統合型のマーケティング予算最適化アプローチを提示する。 
  そして実務的な実効性を確保するために、顧客価値最大化戦略に必要な意思決定モデル 
 と、それを支える組織・情報システムの在り方についても考察する。 
   
 はじめに 
  ＜この章のテーマ＞ 
    研究論文テーマ決定の背景として、８年間のダイレクトマーケティング企業（化粧品 
   通販）での勤務経験からどのような知見を得、課題認識を持つにいたったかを最初 
   に触れ、後に続く章の導入とする。 
 
 １章 ダイレクトマーケティングにおけるマルチチャネル化の意味 
  ＜この章のテーマ＞ 
    ダイレクトマーケティング企業のマルチチャネル展開の現状と、本来無店舗販売の 
   強みで高収益性を確保してきたはずの通販企業が、WEBに留まらず店舗でのマ 
   ルチチャネル展開をしようとするのはなぜなのか。店舗小売業がWEBでオンラインシ 
   ョップを持つこととの違いも併せて考察する。 
 
 ２章 マルチチャネル統合における顧客価値把握の重要性 
  ＜この章のテーマ＞ 
    一般に、２つ以上の購買チャネルを利用する顧客は、一つしか購買チャネルを使   
   わない顧客よりもパフォーマンスが高いと言われている。ここでは、まず利用チャネ 
   ル毎の顧客層の違いと、それを踏まえて複数チャネル利用が顧客のパフォーマンス 
   アップにつながる要因について考察する。 
 
 
 ３章 顧客価値評価の手法～LTVとカスタマー・エクイティ 
  ＜この章のテーマ＞ 
     顧客のパフォーマンス測定指標として利用されるLTV（Life Time Value）について、 
    その定義や計算方法に関する議論を概観し、その発展系と言えるCustomer Equity  
    （顧客資産価値）という考え方が生まれた背景について代表的な議論について触れる。 
    ここでは、このCustomer Equityという視点でダイレクトマーケティング企業のマルチチャ 
    ネルマネジメントを考えた場合、どのような「実務的示唆」が得られるのか、９０年代半ば 
    から直近にいたるまでの米国における研究論文をベースに議論する。 
  
 ４章 顧客価値最大化の為の経営戦略 
  ＜この章のテーマ＞ 
    Customer Equity最大化のために必要な要素として、「顧客像の理解」「組織設計」 
     「重要業績評価指標（KPI）」「社内教育」「情報システム」「経営陣の役割」について論じ、 
     組織的対応についての実務的考察を加える。 
 
 ５章 今後の課題 
  ＜この章のテーマ＞ 
    最後に、今後の課題について携帯電話、SNSなどのデジタルコミュニケーション対応と 
    大量データ時代の対応について、そして実務家と研究者の更なる交流について触れる。 
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はじめに 
 
 本論文「マルチチャネル・ダイレクトマーケティングモデルにおける顧客価値管理」の具
体的内容は、ダイレクトマーケティング企業のマルチチャネル化の意味と、その投資対効果
の測定方法、そして効果的なチャネル統合の姿について、「顧客価値管理」という視点から
アプローチしていく、というものである。 
 筆者は、化粧品を中心にダイレクトマーケティングを行なっている企業に8年間在籍してい
たが、幸運にもその期間は企業のライフサイクル的には年率10％超の伸びを示すような成長
期から、成長率は下がったものの、カタログ通販に加えて実店舗の全国展開、オンラインシ
ョップの強化など、マルチチャネル展開が進行した成熟期にあった。 
 この過程において、本論文の執筆につながるいくつかの問題意識を持つに至った。それは、
成長期の時代においては、「新規顧客獲得と既存顧客維持の投資バランスが、新規顧客獲得
に傾き過ぎているのではないか」という点であり、チャネルが拡大していった成熟期におい
ては、「顧客の育成シナリオをマルチチャネルを前提としたものに変更すべきなのではない
か」というものであった。 
 この二点は、いずれも「自社が保有する顧客リストの価値をいかに最大化するか」という
テーマに集約される。顧客リストの価値が向上したかどうかを判断する指標としては、通販
業界でしばしば用いられるLTV（ライフタイムバリュー：新規獲得から離脱にいたるまでの、
顧客関係継続期間中に得られる利益の正味現在価値）という指標があるが、社内で概念とし
ては語られつつも、計量化されているわけではなかった。また、各チャネル内での部分最適
を超えた、チャネル統合型の顧客価値最大化戦略も総論賛成、各論反対の事態に陥ることが
多く、チャネル単位の組織運営の限界を実感したりもした。 
 以上のような職務上の経験から、本論文のテーマ「マルチチャネル・ダイレクトマーケテ
ィングモデルにおける顧客価値管理」が導きだされたが、執筆にあたって日米の文献リサー
チを行った結果、顧客個々のLTVの合計値としての「顧客リスト価値」に該当する概念につ
いては、「Customer Equity（顧客資産価値）」という用語があることがわかった。この用
語は、1996年にBlattbergとDeightonによって提唱されたのが始まりで、顧客を「財務的資
産」とみなし、彼らの定義によれば、この「Customer Equity（以下カスタマー・エクイテ
ィ）」が最大化された時、同時に「新規顧客獲得」投資と「既存顧客維持」投資が最適化さ
れている、というものである。この概念は、「顧客のLTV測定とマーケティング戦略への反
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映」という、ダイレクトマーケティングにおける最重要論点についての一つの到達点という
だけでなく、「関係性マーケティング」「サービスマーケティング」などの論者達が、顧客
との長期的関係構築の意義や、その投資対効果をカスタマ ・ーエクイティを用いて表現（Rust 
et al., 2000）し始めた事で、製品中心から顧客中心へマーケティングのコンセプトが変化し
た80年代以降の顧客価値管理論における、代表的戦略フレームワークへと発展している。 
 そして、更に2000年代に至ると、ダイレクトマーケティングにおけるアメリカの研究者達
の議論に、インターネットを中心とした「マルチチャネル設計の最適化」という新たな領域
が追加された。「顧客価値」を最大化するにあたって、「新規顧客獲得と既存顧客維持の投
資配分」という論点に加えて、「カタログ、実店舗などの既存チャネルとインターネットチ
ャネルの投資配分」というもう一つの論点が登場したのである。 
 これは、全チャネルで新規顧客と既存顧客の投資バランスを最適化しなければならない、
という事と同時に、チャネル数の拡大によって必然的に生まれる「マルチチャネル利用顧客」
をどう位置づけるか、という議論も包括している。そしてこれらの議論についても、やはり
「どのようなチャネルの組み合わせ、顧客育成への投資配分が、カスタマー・エクイティを
最大化するか」という視点が必要で、いわばマルチチャネルに拡張したカスタマー・エクイ
ティ論と言える。 
 こうして見ると、正にアメリカにおける上記議論の推移に対して、数年程度の遅れで実務
上の実体験と問題意識の獲得に至った訳で、今回の論文のテーマ設定に関しては、一定の普
遍性と実務上の有用性があるものと信じている。 
 また、その上で今後の議論の発展に寄与しようとするならば、「マルチチャネルを前提と
した顧客価値管理の考え方を、いかに組織の意思決定に反映させるか」の提言を本論文にて
行いたいと考えている。 
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第1章 ダイレクトマーケティングにおけるマルチチャネ 
ル化の意味 
 
第1節 ダイレクトマーケティングにおけるマルチチャネル化の実態 
 
	 ダイレクトマーケティング企業のマルチチャネル化については、インターネット環境の普
及に伴い、すでに日米とも当然の前提と言えるほどに進んでいる。DMA(Direct Marketing 
Association : 米国)の報告書(ルディー、2006)によれば、アメリカの調査対象企業のほとん
どがカタログとWEBの両方を利用しており、これに店舗を加えた3つのチャネルを持つ企業
は54%。2兆ドルの米小売市場全体においても、企業の40%が3つ以上のチャネルを利用し、
42%が２つのチャネルを利用している。 
 また、North American Multichannel Marketing Report (Kehoe, 2007)によれば、受
注チャネルとしてWebが95%、カタログが84%、店舗が54%の利用率となっており、以上の
データから、Webを媒介に、カタログ通販企業及び店舗小売業もマルチチャネル化し、通販
と店販の垣根が消滅し始めていることが見て取れる。 
日本の場合は、上記DMA等のデータと並行比較できるデータではないが、JADMA（日本
通信販売協会）の「日本通信販売ファクトブック(2011)」によれば、会員企業が利用してい
る受注手段（2009年度）のうち、インターネットが95.2%、電話が91.2%、店頭が13.6%と
なっており、電話受注は基本的にカタログチャネルだと捉えれば、カタログとWEBの両チャ
ネルの組み合わせは、アメリカと同じようにほとんどの企業で利用されていると見て良かろ
う。また、これはいわゆる通販企業のデータなので、店頭の割合が低く見えるが、昨今の店
舗小売業のオンラインショップへの展開を考えあわせれば、アメリカとさほど違わないマル
チチャネル化状況と言えるのはなかろうか。 
 
第2節 マルチチャネル展開の動機 
 
	 従来、一つのチャネルしか持たなかった企業が、マルチチャネル展開を行う動機に関して
は、顧客リストの観点から大きく２つに分類できる。一つは「新規顧客の獲得」であり、例
えばカタログ通販企業においては、オンラインショップや実店舗を展開することで、新たな 
顧客層を開拓でき、リスト数の拡大に繋げていきたい、という思惑がある。 
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 一方で「既存顧客の価値向上」という意味においては、マルチチャネル利用顧客は単一チ
ャネル利用顧客よりも、高いパフォーマンスを発揮する可能性が高いことが、各種調査にお
いて指摘されており(Blattberg et al., 2009)、LTV向上を究極の目的とするダイレクトマーケ
ティング業界としては、この点重要な意味を持つ。 
 また、通販で成功を収めた企業が、店舗展開に乗り出す動機について、「ブランドイメー 
ジ向上」という側面は見逃せない。 
 本来、通販企業の事業コンセプトは、「無店舗販売という業態故の低コストを活かし、よ
り良い商品をより安い価格で消費者に届ける」、そしてその消費者は、「基本的にカタログ
（あるいはWeb上のオンラインカタログ）からのみ得た情報を取捨選択して、購買決定ので
きる知的で合理的な存在」ということが中心にある。それが店舗販売を始めてしまえば、あ
る種の自己矛盾であるし、業態固有のコスト優位性を失ってしまう可能性がある。 
 一方で、化粧品のように多くの一般消費者にとって、対面販売で実物を確認し、時には販
売員にアドバイスを受けながら購買するのが当然の商品（典型的場面は百貨店の化粧品売場）
も存在する。そして日本の通販の発展の歴史において「通販＝聞いたこともない会社が販売
していて、どこか胡散臭い」というイメージがあったことも否めない。実店舗が全国的に展
開されていくことで、そういったネガティブなイメージが払拭され、消費者の高い認知と信
用が得られる。 
 実際、筆者が新卒採用面接担当官であった頃、学生の多くが、駅ビルなどに出店している
店舗か、WEB上のオンラインショップで当社の存在を知った、と答えたことが思い返される。 
 
第3節 マルチチャネル展開の効果と課題 
 
第1項 マルチチャネル展開の効果 
 
	 マルチチャネル展開の効果に関して、Neslin et al.（2006）は以下のようにまとめている。 
 
 １）規模の経済 
 ２）チャネルごとに特性のある提案能力(Zettelmeyer, 2000) 
 ３）チャネル間摩擦を避け、より高い値付けが可能になることによる高い利益 
    (Tang and Xing, 2001 ; Zettelmeyer, 2000) 
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 ４）顧客に関するより良い情報(Stone et al., 2002) 
 ５）組織間コミュニケーションの改善 
 ６）顧客と企業との関係強化 
 ７）チャネルパートナーの競合化防止 
 ８）より高い参入障壁（新規参入者は良く統合された複数のチャネルを持たなければな 
    らない） 
	 	 	 ９）サービス水準の向上 (Sousa and Voss, 2004 ; Stone,Hobbs, and Khaleeli, 2002) 
   10）チャネル間での協調努力に関する合意が有ることによる、チャネル間摩擦の可能  
    性の減少 
  11）一つのチャネルの弱みを別のチャネルの強みで相互補完する能力 (Achabal et.al,  
    2005) 
 
 つまり、「各チャネルが個性を活かしながら、相互補完的に統合される事で最大限の効果
を発揮し、その事に成功できた企業は、大きな競争優位を獲得できる」という事である。 
 もっとも、これには但し書きがあって、これらの効果は、「統合・調整された」マルチチ
ャネル展開の効果である。「統合・調整されていない」マルチチャネル展開が企業にもたら
すコストについては、第2項以下で後述する。 
	 
第2項 マルチチャネル展開の課題 
	 
	 上記DMAの調査でアメリカの小売業の多くがマルチチャネル化している、というデータが
あったが、その多くは「店舗」→「WEB」、あるいは「カタログ通販」→「WEB」という
チャネル展開順序である。これは先の「新規顧客獲得」「既存顧客の価値向上」という視点
とともに、投資収益率という「費用対効果」という視点においても、ITによる人的コスト・
出店コスト・カタログ送付コストなどの削減が可能な、オンラインショップ（WEB）への展
開は理にかなっている。 
 しかし、日本においてはカタログ通販企業が実店舗を展開するマルチチャネル化が多く見
られる。これは投資収益率の観点からすると疑問が残る、という指摘がなされている（ルデ
ィー、 2005）。カタログ通販企業が大規模に店舗展開している例は、化粧品・健康食品通
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販が典型なのだが、ここで㈱ファンケルと㈱ドクターシーラボの店舗展開と売上・利益の関
係ついて、両社の公表されているIR資料から調べてみた。 
 すると、ファンケル社が店舗網を本格的に拡大し始めた、1990年代後半の利益率が約18%
前後であったのが、その後100店舗以上店舗数を伸ばした現在、10%を割り込むところまで
低下してしまっている。 
 一方、ドクターシーラボ社は、少し遅れて2000年代半ばから店舗網を拡大し始めたが、 
当時の利益率は20%超、そしてファンケル社と同等の150店舗にまで増えた現在、やはり 
20%超の利益率を確保している。 
 こうしてみると、一見、ファンケル社は売上の成長、店舗数の拡大とともに利益率が減少
しており、上記懸念を裏付ける格好となっているように見える。ただし、IR資料から損益計
算書を確認すると、原価率の上昇も目立っており、必ずしもマルチチャネル化だけが収益を
圧迫しているわけではなさそうである。この点、ドクターシーラボ社の業績は成長性と収益
性のバランスが秀逸で、店舗拡大初期に一時利益率が下がったが、その後原価率、販管費率
ともに上手くコントロールできており、マルチチャネル化が収益に大きな悪影響を与えてい
る気配はない。 
 この間のドクターシーラボ社における経営管理上の改善プロセスについては、「日経情報
ストラテジー」1の特集記事に詳しい。この特集記事では、 
 
 １）インターネットなどで認知してもらい、ドラッグストアで手に取ってもらい、通販 
    で継続的に買ってもらうというサイクルを整えた 
   ２）マス媒体に投じていた広告予算をネット広告に再配分することも忘れなかった 
   ３）ITは効率重視、顧客対応は満足度重視 
   ４）テレビCMをやめ、店頭支援強化 
   ５）通販サイトに口コミコーナーを新設 
 
など、後述するマルチチャネル統合における各種研究でも言及されている論点が、数多く 
当事者の回想として語られている。 
 カタログ通販が実店舗でマルチチャネル化していった場合の投資収益率（費用対効果）に
関しては、既存の通販事業が成長期にあるのか成熟期にあるのか、WEBも含めたチャネル統
                                                      
1「あのプロジェクトの舞台裏」『日経情報ストラテジー』(2010)（日経 BP 社、10 月号、56-61 頁） 
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合施策をどのように行なっているのか、組織の構成員の意識変革をどのように行なったのか、
などの要素によって大きく結果が分かれそうである。 
 なお、前述のNeslin et al.（2006）が指摘する、「充分に統合・調整されていない」マル
チチャネル展開のコストは下記の通りである。 
 
 １）戦略的柔軟性の喪失（特に新たに追加したチャネルに関して） 
   ２）大きな資本投下(例えば顧客情報一元化のためのIT投資) 
   ３）サービス統合のような調整業務に伴う固定費の増大 
    （例：調整管理工数 Sousa and Voss, 2004） 
   ４）資本関係に無い中間業者やパートナーのモチベーション低下 
   ５）異なったチャネルを管理するために必要な専門知識の増加 
   ６）マーケットに対する素早い対応能力の欠如 
 
 これは、先程とは逆に、各チャネルのシナジーどころか、あたかも別会社でも出来てしま
ったかのような組織の硬直性を招いてしまう危険性がある、ということである。 
 また、店舗→WEBへのマルチチャネル展開が多いアメリカにおいても、「費用対効果」に
関する懸念が指摘されている（Myers et al. 2004）。それは、カウンターやレジに並ばなく
て良いなど、WEB上のオンラインショップが持つ顧客にとっての取引簡便性故に、コスト削
減効果を相殺してしまうほどの取引の小口化に見舞われたり（銀行の例）、同業他社との価
格比較が容易なことから価格競争が激化し、同様にコスト削減効果を上回る価格下落に見舞
われたり（航空会社の例）するケースである。 
 
第3項 マルチチャネル統合の必要性 
 
 マルチチャネル展開の効果と課題が明らかになるにつれ、近年の議論は、マルチチャネル
展開の効果を最大限に発揮させる為の、チャネル間「統合」あるいは「調整」をいかに行う
べきか、という点に移行している。Neslin et al.（2006）が指摘するように、充分に統合、
調整されていないマルチチャネル展開は、コストが増大したり、チャネル間の相乗効果が生
まれない上に、組織拡大による戦略決定の硬直化など、デメリットが生じるリスクもある。
そこで、マルチチャネル展開に際しては、「統合の要素」と、チャネル統合による「顧客の 
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便益」、「自社の便益」が明確に把握されていなくてはならない（Goersch, 2002）。 
 
図1 マルチチャネルにおける統合の要素とシナジー 
 
出典 Goersch, 2002 
 
 ここで注目すべきは、企業の便益とは「新規顧客獲得」「顧客育成」「顧客維持」の向上、
改善である、としている点である。これらは何れも測定可能な「顧客価値」に関する項目で、
KPI化することによって、マルチチャネル戦略のPDCAサイクル化が図れる。  
 そこで、次章では「マルチチャネル統合における顧客価値把握の重要性」について、論じ
て行きたい。 
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第2章 マルチチャネル統合における顧客価値把握の重要性 
 
第1節 チャネル特性の理解 
 
第1項 チャネルの役割についての前提理解 
 
	 チャネル特性を顧客価値の視点で考える際、まず注意しなければいけない事がある。それ
は、顧客にとってチャネルとは「購買チャネル」だけでなく「情報検索チャネル」であった
り、「購買後対応チャネル」であったりすることである（Nesline et al., 2006）。これらは
全て一致することもあれば、部分的に一致、あるい全て不一致となる場合もある。 
例えば、以下のようなケースは全てのチャネルが違う。 
 
   １）送付されてきたカタログで購買商品を決定（情報収集チャネル） 
   ２）インターネットのオンラインショップで注文（購買チャネル） 
   ３）最寄りの店舗で受け取り（購買後対応チャネル） 
 
 この点をまず理解しておかないと、各チャネルの特性を活かし、一貫したサービス体験を
提供することが、マルチチャネル統合の重要なポイントである点や、なぜマルチチャネル顧
客が、一般的に高い優良性（高単価・高継続率など）を示すのかの理解も深まらない。Verhoef 
et al. (2007)は、消費者の情報検索チャネル選好と購買チャネル選好が同じである必然性は
無い、と述べている。 
 例えば、前述のように毎月届くカタログ誌で商品選択を済ませ、購買そのものはオンライ
ンショップという顧客と、定期的に届く会員メルマガなどをきっかけにオンラインショップ
に来訪し、そのまま商品選択→購買まで済ませる顧客がいたとする。これは、「購買チャネ
ル」という視点では両者とも「インターネット顧客」だが、前者の情報検索チャネルは「カ
タログ誌」であって、インターネットではない。また、新商品や未購買商品はオンラインシ
ョップで情報を確認してから実店舗で購買し、2回目以降の購買やかさばる商品はオンライン
ショップで購買しているマルチチャネル購買者は、情報検索チャネルと購買チャネルとが、
購買商品によって一致している場合と違う場合がある。 
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表1 情報検索チャネルと購買チャネルが異なる例 
 
 
 また、チャネル併用にあたっては、次項以降で述べる各チャネルの特性が大きく作用する。
下図は、Neslin et al. (2006)で取り上げられていた、DoubleClickの調査 (2004) による一
例だが、購買チャネルとは違うチャネルで情報検索した顧客（リサーチショッパー）のうち、
49%がインターネットを情報検索チャネルとし、カタログが30%、店舗が21%となっている。
この事は、マルチチャネル・ダイレクトマーケティングモデルにおいては、インターネット
チャネルが購買行動の起点として機能し、購買チャネルとしての重要性もさることながら、
他チャネルでの購買も誘導するハブ（中心・拠点）チャネルとして、取扱い商品の全情報や、
店舗の位置情報など他チャネルの情報、問い合わせ先一覧などを備えていなければならない
事を示唆している。 
 
表2 情報検索チャネルと購買チャネルが違う場合の購買パターン別顧客割合 
 
出典 Neslin et al. (2006) 
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 なお、今回の議論のスコープには入っていないが、下表のように自社のチャネルで情報検
索した後、競合企業のチャネルで購買する、競合的リサーチショッパー、というケースも考
えられる（Neslin and Shankar, 2009）。 
 
表3 リサーチショッパーの類型 
 
  
  
 
出典 Neslin and Shankar, 2009 
 
 上記のような、「情報検索チャネル」と「購買チャネル」が異なる場合に加えて、「購買後
対応チャネル」が購買チャネルと異なる場合も、チャネル統合・調整の議論においては重要
である。 
 典型的な例は、インターネットで購買した商品を、実店舗で受け取ったり、返品交換の対
応をしてもらう、というものである。ショッピングは時間を気にせずインターネットで行い
たいが、在宅時間の問題や、住所のような個人情報の問題から、自宅で受けとりたくない、
という一人暮らしの女性は多い。また、返品・交換などの迅速な対応を求める場合は、実店
舗で直接店員と話をしたい、というケースも考えられる。 
 更に、最近では「コンビニ受け取り」を配送メニューの中に取り入れるダイレクトマーケ
ティング企業も増えてきている。これらは、もともと実店舗を持たない通販会社や、コンビ
ニエンスストアの通販チャネルがサービス提供している事が多い。 
 それでは、以上の議論を前提に、次項では各チャネルの特性についての整理を試みたい。 
 
第2項 各チャネルの特性  
 
	 ダイレクトマーケティングにおける各チャネルの特性については、様々な研究が行われて
きており、ここ数年は、インターネットチャネルからモバイル（携帯端末）チャネルを独立
させて論じたり、SNS（ソーシャルネットワークサービス）の活用についても、各種の研究
が進んでいる。ここでは、オフラインのチャネル（カタログ、店舗など）との特性比較が主
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目的なので、モバイルやSNSについては、第５章「今後の課題」で触れることとし、この両
者とPC接続のオンラインショップをインターネットチャネルとして大きく一つにくくって
見ていくこととする。 
 下図はBermanとThelen (2004)による、インターネット（Web）、カタログ、店舗の各チ
ャネル固有の利点をまとめたものである。 
 
表4 各チャネル固有の利点 
 
出典：Berman & Thelen (2004) 
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 若干、受注チャネルとしての特性と、メディアとしての特性が混在している感があるが、
大きな各チャネル固有の利点として、Webの利便性や自己完結性、スペースが無限にあるこ
とによる情報量の豊富さに対し、カタログの表現力、店舗のリアルな購買体験といった点が
強調されている。 
 マルチチャネル展開にあたっては、上記のような各チャネル固有の利点を明確に打ち出し、
それぞれのチャネルが「相互補完的」に機能し、顧客の目から見て「一貫したサービス提供」
となっている事が重要である（Neslin and Shankar, 2009）。 
	  
第3項 利用チャネル選択のキーは何か 
	  
	 顧客の利用チャネル選択のキーについては、マルチチャネル購買との関連も含め、
Schoenbachler and Gordon (2002)の整理がわかりやすい（図２）。 
 この分類は、まずチャネル選択のドライバーを大きく 
 
 １）リスク認知(当該チャネル利用に感じている不安) 
 ２）過去の通販利用経験 
   ３）あるチャネルで購買しようという誘因 
   ４）製品カテゴリー 
 
に分け、それを更にそれぞれ細分化している。マルチチャネル購買の観点から見ると、過去
のチャネル利用経験や、インターネットそのものへの親しみ、ライフスタイル要因などは、
単一チャネル利用者を、マルチチャネル購買へ誘導する際に重要なポイントとなってきそう
である。 
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図2 チャネル選択のドライバー（促進要因） 
 
 
 
出典 Schoenbachler and Gordon (2002)  
 
第4項 チャネル誘導のポイント 
 
	 複数チャネル利用が当たり前になってきている今日においては、チャネル選択のキーが何
か、という研究から一歩進んで、「しかるべくタイミングでしかるべくチャネルに顧客を誘
導すべきではないか」という議論がなされている。この議論は、「チャネル経済」の視点か
ら語られる側面と、「顧客育成」の視点から語られる側面とがある (Myers et al., 2004 ; 
Ansari et al., 2008)。これらの議論のポイントをまとめると、下記のようになる。 
 
 １）チャネル経済の理解 
     個々のチャネルのコスト構造の特徴を理解することは重要である 
     （送料、返品などのコストも忘れがちだが要考慮） 
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 ２）自社顧客のチャネル選好の分析 
     顧客のチャネル選好の傾向と、チャネル併用による効果を分析することは重要で 
     ある 
  ３）費用対効果の最適バランス追求 
     チャネル経済と自社顧客のチャネル選好への知見を結合させることは、競合他社 
     が容易に模倣できないチャネル統合効果を獲得する原動力となる 
  ４）成功率を上げる工夫 
     適切なチャネル誘導へのインセンティブには、「人参（価格やサービス提供のス 
     ピード）」と「ムチ（手数料やサービスの停止）」が組み合わされる 
  ５）顧客満足への配慮 
     チャネル誘導施策の実施においては、顧客からのクレーム等問題が発生した場に、 
     即座に対応する手順を用意しておく必要がある。 
  ６）従業員への配慮 
     チャネル誘導戦略は、組織編成にも影響を及ぼし、従業員にとってあまり愉快で 
     ない場合もあり得ることから、この取組が持つ意義について繰り返し強調する事 
     が重要である。 
 
 以上のポイントは、「自社の顧客像の理解」「マーケティング施策のROI追求」「チャネ
ル統合管理の必要性」「顧客の不満のみならず、従業員への配慮も必要」など、後述するLTV
の算出方法及び活用方法の議論と、その発展系と言えるカスタマー・エクイティの議論につ
ながるものであり、非常に重要である。 
 また、マルチチャネル利用への誘導に関して、留意しておくべき点についての好例として、
有機野菜のインターネット販売で有名な「オイシックス」が、実は牛乳配達店経由で中高年
齢層向けにカタログ販売を行なっている点に着目したい。これは、 
 
   １）ロイヤルかつオフライン選好の高い中高年顧客への対応 
   ２）インターネットチャネル、メディアの対応にかまけて、軽視すべきではな 
    い顧客層の存在 
   ３）安易にインターネット誘導すべきでないケース 
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などを自社顧客について考えなければならない、マルチチャネル・ダイレクトマーケティン
グ企業にとって、示唆に富んでいるといえよう。 
 
第2節 マルチチャネル利用顧客の理解 
 
第1項 マルチチャネル利用顧客の特性 
 
	 マルチチャネル利用顧客に、もし共通の特性があるとしたらそれはどういったものであろ
うか。この点が明確になれば、自社顧客のチャネル選好を分析する際の有力な手がかりとな
り、獲得時からのコミュニケーション戦略（育成プラン）も立てやすくなる。  
Konus et al. (2008)は、「マルチチャネル消費者セグメンテーションの識別は、効果的なマ
ルチチャネル戦略立案の為の重要な鍵である」と述べている。 
 いくつかの、マルチチャネル小売業者の取引データを用いた実証研究や、過去の研究結果
から得られた知見のまとめ（Kumar and Venkatesan 2005 ; Neslin and Shankar 2009 ; 
Rhee 2010）を総合すると、マルチチャネル利用顧客を分析する要素としては、以下のよう
な切り口があることがわかる。 
 
   １）チャネルの使い分け方法 
     ・既存の店舗に重点を置く顧客、カタログに重点を置く顧客、インターネットに 
      重点置く顧客など、「軸足となるチャネルが違う」顧客同士は違う特性を持つ。 
      また、全てのチャネルに関心を持つ熱狂的マルチチャネル顧客も存在する 
     ・情報検索と商品購買で異なるチャネルを活用する顧客がいる 
   ２）顧客の属性(demographics/psychographics) 
     ・人口動態統計的なもの 
       年齢、性別、地域、職業、年収など 
     ・消費行動上の価値観によるもの 
       「新しモノ好き」「常にベストプライスで購買したい」「他の顧客の評判が 
       気になる」「買い物そのものが大好き」「買い物をする場所が自分にとって 
       大切」「買い物に長い時間を割きたくない」など 
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 ３）購買商品 
     ・購買商品カテゴリーの違い 
     ・購買商品カテゴリー数（クロスバイイング） 
     ・初回購買商品かリピート商品か 
     ・プレゼント用か自分用か 
	  
	 そして、Kumer and Venkatesan (2005)は、過去の研究調査結果などから総合した、マル
チチャネル利用顧客の特性について、端的に以下のような説明をしている。 
 
 １）クロスバイイング傾向が強い 
   ２）ある程度の返品を行う（閾値があり、逆Uの関係） 
   ３）自分からコンタクトを取ってくるコミュニケーションを良くする 
   ４）Webベースのコンタクトを高頻度で取る 
   ５）顧客継続期間が長い 
 ６）購買頻度が高い 
 
 こうして見ると、４）以外はいわゆる高ロイヤル顧客の特徴と一致する。特に２）、３）
などは興味深い。マルチチャネル統合の姿として「商品情報の取得、商品購買、商品の受け
取り、返品その他購買後のフォローの各段階で、顧客が好きなチャネルをチョイスできるよ
うにすべき」という主張がなされるのも頷ける。 
 
第2項 マルチチャネル利用顧客になりやすいチャネルはあるのか 
 
	 「情報収集と購買で別のチャネルを使う」「WEBでのコンタクトの頻度が高い」などここ
まで見てきたマルチチャネル利用顧客の特徴から、マルチチャネル利用顧客になりやすいチ
ャネルとして、インターネットチャネルが挙げられる。インターネットチャネルは情報収集
を行うのに適したチャネルである、という一面を持つ（Berman and Thelen, 2004 : Verhoef 
et al., 2007 ; Neslin and Shankar, 2009）。 
 例えば、色や触感など質感が重視される商品セグメントの場合、新商品情報やユーザの評
価などはWEB上のオンラインショップや比較サイトで行い、ある程度の感触を得た上で実店
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舗で確認し、購買、という行動は、どちらか一つのチャネルしか無い場合よりも、一連の購
買行動の満足度を高める可能性が高い（つまり、表3のロイヤルリサーチショッパーのケー
ス）。 
 また、インターネットは他のチャネルとのカニバリを起こしにくい、というのも多数の研 
究者の一致した見解である（Neslin and Shankar, 2009）。 
 
第3項 企業が意図的にチャネル併用を促した場合の効果 
 
	 自発的にチャネル併用しているマルチチャネル顧客のパフォーマンスに期待を持てるので
あれば、意図的にその人数を増やしたり、チャネル併用し始める時期が早まるよう促す事は
可能だろうか？そしてそれが可能だとして、期待通りの高いパフォーマンスを示してくれる
のであろうか？ 
 Montaguti et al.（2010）は 、イタリアのマルチャネル展開を行なっている書籍販売店で、
このテストを行っている。 
  調査方法は、以下の通り。 
 
 １）イタリアにある書籍販売店で実施 
     店舗・インターネット・メールオーダー・電話の４つのチャネルを持っている。 
 ２）テスト対象顧客の獲得は、自宅訪問か、路上でのリクルーティングで行った 
 ３）マルチチャネル購買のインセンティブ効果の比較は、金銭的インセンティブは、 
    15%オフのクーポン有り無し、金銭的ではないインセンティブは、マルチチャネル 
    購買を促す案内表記の有り無しで行う。 
 ４）更に、事前の調査期間中（獲得後1年間）の見積もりから、それぞれのグループ内 
    で「ハイポテンシャル顧客」と「ローポテンシャル顧客」に分類。上記３）のイン 
    センティブの組み合わせ（２×２＝４）と併せて、計８グループと、何らマルチチ 
    ャネル誘導もインセンティブ提供も行わないグループをそれぞれ比較する。  
 ５）観察期間は1年間（獲得後2年目） 
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 期待される結果は、金銭的インセンティブを提供した顧客のグループが最大400%、金銭的
ではないインセンティブを提供した顧客のグループで最大200%のパフォーマンスアップ（売
上比）、という設定になっている。 
 この論文は、2011年いっぱいがテスト期間となっているので、結果の詳細についてはまだ
発表されていない。また、この論文の他に同種のテストを行い、学術的な検証を行った研究
も、現時点では見つけることができなかったが、このようなテストを、カタログ販売由来の
マルチチャネル・ダイレクトマーケティング企業も積極的に行なってみるべきではないだろ
うか。 
 そしてその際は、本節第1項や第2項で参照した論文からの示唆も含め考察するに、「マル
チチャネル利用者になりやすいセグメント」が存在し、そのセグメントの存在を確認するこ
とと、そのセグメントの特性に合わせたタイミングとオファーで未使用チャネルへの誘導を
行うことが、所期の目的を達成するための重要なポイントと考えられる。 
 
第3節 マルチチャネル統合に必要な意識改革 
 
第１項 マルチチャネル統合の重要論点と「顧客価値管理」 
 
	 ここまで、マルチチャネル統合とは最終的には、「新規顧客獲得」「既存顧客の維持・育
成」がどれだけ改善・向上したかで評価されること（Goersch, 2002）、そのためには、チ
ャネル特性（Berman and Thelen, 2004）を理解し、マルチチャネル利用顧客に対する理解 
(Kumar and Venkatesan, 2005 ; Neslin and Shankar, 2009 ; Rhee, 2010)を深めることが
重要であることを述べてきた。以上の論点を踏まえ、Nesline et al. (2006)による、 マルチ
チャネル統合戦略のフレームワーク（図２）を見てみると、情報検索から購買、購買後チャ
ネルの各組み合わせの戦略構築のPDCAサイクルを、 
 
   １）課題認識 
   ２）各チャネルから得た消費者のデータを元に、評価を行う 
   ３）消費者のチャネル認知と選好、チャネル戦略の知見へとフィードバック 
   ４）新たな知見を元に改善 
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というサイクルで表現している事がわかる。 
 
図2 顧客価値管理のフレームワーク 
 
出典 Neslin,et al. (2006) 
 
	 この流れは、購買前後の各段階、各チャネルでの顧客の行動データを収集評価し、それを
商品、プロモーション、サービスなどの戦略にフィードバックしていく枠組み、つまりCRM
（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント）の考え方と共通する。 
 そこで、マルチチャネル統合プロセスとCRMの関係についての先行研究を調べてみると、
Payne and Frow（2004）によるマルチチャネル統合とCRMの関係を研究した論文があり、
下図（図３）は彼らの提唱するフレームワークである。 
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図3 機能横断的活動としてのCRM 
 
出典 Payne and Frow（2004） 
 
	 確かに、マルチチャネル統合に関する議論は、顧客の価値（新規獲得、既存顧客の維持・
育成）向上を目的として行う以上、CRMに関する議論と似ているのは当然である。 
 また、更に大きく鳥瞰すると、マルチチャネル統合のベースとなる理念として、「顧客中
心主義（Customer-Centricity）」という考え方に行き着く。 
 次項の表（表５）は、Shah,et.al. (2006)による「製品中心」のアプローチと「顧客中心」
のアプローチの違いである。マルチチャネル統合においては、「製品やチャネルではなく、
顧客中心」の視点が重要であり、かつ業績評価としては、長期的かつ良好な顧客との関係性
が構築できた結果と言える、カスタマー・エクイティ（顧客資産価値）が重要となってくる
のである。 
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表5 製品中心のアプローチと顧客中心のアプローチ  
      出典 Shah et al. (2006) 
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第3章 顧客価値評価の手法～LTVとカスタマー・エクイティ 
 
第1節 マルチチャネル顧客管理とLTV 
 
第1項 LTVがなぜマルチチャネル顧客評価指標として重要なのか 
 
	 LTVは、ダイレクトマーケティングの世界ではお馴染みの用語である（CLVとも表現する
が、ここではLTV＝顧客生涯価値として論ずる）。しかし、これを実際に計測し、マーケテ
ィング施策に活用している会社となると、あまり多くはないのではないだろうか。それには
いくつかの理由が考えられるが、一つは「RFM」の存在がある。「RFM」は、直近購買から
の経過時間を示す、「Recency」、累計購買回数を示す「Frequency」、累計購買金額を表
す「Monetary」の３つの要素で顧客を評価しようというものである。特に、カタログ送付範
囲の決定など、次回購買確率が高い顧客を効率よく抽出する用途においては、非常に便利な
指標で、古くから使われている。また、Blattberg et al.（2009）が言及しているように、い
くつかの矛盾する調査結果はあるものの、一般に「Frequency」と「Monetary」はLTVに肯
定的な影響を与える、と考えられている。確かに、累計購買回数が多く、累積購買金額が多
ければ、それは高LTV顧客だと言っても多くの場合、間違いは無さそうに見える。そして
「Recency」は顧客の活性度判定の指標として、休眠・離脱判断の良い判断材料となる。ま
た、RFMモデルをベースにした顧客価値把握の研究論文も、近年にいたるまで発表され続け
ているのである(Fader et al., 2005 : Sohrabi and Khanlari, 2007 : Wei et al., 2010)。 
 もし、顧客基盤が順調に成長し続けていて、かつチャネルが一つかそれに近い状態で、更
に顧客層も同じく一つかそれに近い状態なのであれば、「RFM」だけの運用で、顧客価値管
理は事足りる可能性が高い。しかし、「RFM」にはいくつかの欠点があって、本稿で扱うマ
ルチチャネル・ダイレクトマーケティングモデルにおける顧客価値管理には、適していると
は言い難いのである。 
 「RFM」が持つ欠点は、Thomas et al. (2004)によれば、 
 
   １）直近の取引が過大評価されがち 
   ２）顧客の経済価値を利益ではなく売上で評価する 
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点にある。また、Reinartz and Kumaer (2002：H.B.R,2005a内に収録)は、「顧客ごとの購 
買サイクルの差異を無視してしまう」点も、RFMの欠点として挙げている。 
 つまり、RFMは、購買パターンや購買サイクル、あるいは収益性の異なる顧客層をそれぞ
れ維持・育成し、かつその集合である顧客基盤全体の価値が最大になるように、管理する用
途には向いていないのである。そして、それこそが、マルチチャネル・ダイレクトマーケテ
ィングモデルにおける顧客価値管理で必要な機能なのである。 
  一方、LTVは個々の顧客単位で計算することも、あるセグメント単位で計算することもで
きるので、維持・育成のためには異なるコミュニケーションを取る必要がある顧客層を、個
別に管理・評価することができる。また、かつて高いRFM値を誇っていた顧客でも、購買が
途絶え、コミュニケーションコストだけがかかっている状態になれば、LTVは減少していく。
高RFMだが、多頻度に少額購入を繰り返す顧客と、購入頻度は少ないが、定期的にまとめ買
いしてくれる顧客との収益性の差も、表してくれる。 
 下図は、関係性の多様化が進むマルチチャネル環境下における、マーケティングコミュニ
ケーションを、LTVの視点で捉え直そうとするものである。 
 
図4 変容するマーケティングコミュニケーション 
	 
	 
出典 Kumar(2010) 
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第2項 LTVの算出方法についての議論 
	 
	 LTVの算出方法については、幾つかの論点（後述）があるが、この算出方法についての議
論が存在すること自体が、RFMと比べ、LTVがあまり活用されて来なかった、もう一つの理
由である。RFMは、顧客単位で受注履歴が紐づいている、通常のダイレクト・マーケティン
グ企業であれば、簡単に特定のRFMスコアの顧客を抽出することができるが、LTVは少々手
順が複雑である。 
 本項では、いくつかのLTV計算方法を紹介するが、まずは複数の書籍が翻訳され、研究者
にも取り上げられている（原田、1998）、Hughes (1994)のモデルをベースに各論者の算出
モデルの比較を行いたい。 
 下表（表6）では、LTVを算出するための基本要素として、 
 
   １）売上 ２）コスト ３）利益  
 
の３要素を挙げている。そして、それぞれを更に、 
 
   １）売上 
     A：顧客数 B：顧客維持率 C：一人あたりの年平均売上げ D：売上げ計 
   ２）コスト 
     E：一人あたり売上げコスト比率 F：コスト計 
   ３）利益 
     G：総利益 H：割引率 I：正味現在価値（NPV） J：累積NPV 
 
に、分解している。これらの要素の計算結果であるLTVは下記のようになる。 
 LTV＝各年度のNPVの合計＝累積NPV 
 この表におけるLTV定義をHughes (1994)は、「平均的な新規顧客が、ある一定年数にも
たらすと思われる利益の現時点での正味現在価値（Net Present Value：NPV）」と表現し
ている。 
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表6 LTV計算表 
 
出典：Hughes (1994)   
 
	 ここで、実務家が実際に自社顧客のデータベースから計算を試みる際に、問題となりそう
なのが、「顧客維持率」、「一人あたり年平均売上」、「一人あたり売上コスト比率」、「割
引率」、そして「何年目まで計算するのか」等である。これには2つの問題があって、「どの
レベルの計測精度が必要か」という問題と、「その計算精度を実現するにはどうしたら良い
か」という問題である。前者のLTVの計測値の精密度要求としては、大きく２つに分類でき
る。 
 
  １）顧客リスト全体の正確な評価額が必要である 
     企業や事業の買収、新規事業の継続・撤退、などの際に、「顧客基盤」の価値を 
     財務的に、正確に見積もる必要がある時 
  ２）時系列あるいはセグメント単位で「相対評価」できれば良い 
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     あるマーケティング施策の「Before-After（実施前と実施後の比較）」、あるい 
     は、決まったマーケティング予算総額を、どのセグメントにどんな割合で配分す 
     るべきか判断したい時 
 
 通常、LTVを活用するマーケティング部門の使い道は、２）の施策実施前後の比較や予算
配分決定のための「相対評価」用であると思われるので、計測数値の「絶対値」の精度より
も、「ある一つのモデルで計測した場合の比較」が出来れば良い。 
 Hughes (1994)も上表（表６）の解説の中で、利益率や割引率の設定は、各計算で共通の
ものさえ使えば、任意の数字で問題ない、と述べている。いかに統計解析モデルが進化し、
コンピューターの計算スピードやストレージの容量が大量データ処理を可能にした結果、相
当精密に「未来予測」が可能になったと言っても、正確な利益率を計算するための商品分野
単位での原価率の把握や、各種キャンペーンの顧客単位でのコスト賦課方法、事業部あるい
はチャネル単位での販管費配分、正確に現在価値評価するための割引率の設定などは、マー
ケティング担当部門にとってハードルが高く、計算そのものを断念してしまう恐れがある。
大事な事は「まずは（一定のルールで）計算してみる」ことである。 
 後述するカスタマー・エクイティ論で何度も登場する、Gupta and Lehmann（2005）も、
「精緻を目指してまちがうよりは、漠然とでも正しい方向に進むべきである」と述べている。 
 Hughes (1994)は、1994年当時にLTV活用がマーケティングの現場で進まない原因として、 
 
   １）LTVを理解できない 
   ２）データベースを持っていない 
  →顧客の購買行動を一定期間追跡するためのデータベースがなければ、LTVの厳 
      密な数値を把握できない  
 ３）産みの苦しみを抱えている 
   →LTV測定のために必要な一連の変数を得るためのテストをどうするか、等 
 
の３つを挙げているが、２）のデータベース保有に関する問題は、20年近く経過した現在、
ほとんど解決した、と言って良い。技術進歩が進んだ結果、ハードウェアの費用は激減し、
ソフトウェアも洗練されてきている。 
 また、３）の産みの苦しみに関する問題も、２）の問題が解決された結果、十分な過去デ 
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ータが確保できれば、売上や継続率などの変数については、テストをしなくても精度の高い
シミュレーションが可能である。 
 しかし、繰り返しになるが、３）の産みの苦しみは、計算に必要な変数のうち、過去デー
タからシミュレーション可能な売上や継続率の算出というよりも、会計上の定義付けに関し
ての社内議論が必要な、利益率や割引率の合意にある。これは、統計解析モデルや技術進歩
とは関係なく、過去も現在も（そして恐らくは未来も）マーケティング担当者にとって頭の
痛い問題である。 
 一方、前述のGupta and Lehmann（2005）は研究者としての精緻さの追求と、経営者が
マーケティング戦略の意思決定に活用する目的の違いを強調し、以下のような原則に基づく
アプローチを提言している。 
 
 １）経営者と投資家の双方にとって透明性が高い 
   ２）膨大なデータを必要としない 
   ３）実際の意思決定に活用する上で、わかりやすく使いやすい 
   ４）より詳細な（データ集約型）手法を用いた結果のエッセンスを伝える 
 
 そして標準的な指標として、「顧客生涯価値は顧客一人あたりの年間予測利益の1.0～4.5
倍である」という仮説を提示し、その計算の前提として、以下の３つを挙げている。 
 
   １）年間当たりの利益額は顧客期間を通じて一定である 
   ２）顧客維持率は時間を経ても一定である 
   ３）顧客生涯価値の算出にあたって、顧客期間を無限と仮定する 
 
表7 維持率と割引率の考え方とLTVの算定式 
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出典 Gupta and Lehmann (2005) 
 
	 この計算方法は、他の算出モデルによるLTVの議論を展開する研究者達及び一部の実務家
から「あまりに大雑把過ぎる」という批判が当然あると思われる。しかし、この種の計算方
法の利点は、計算結果の絶対的な正確さは担保しないが、計算数値を用いて各顧客セグメン
トのLTVの「相対比較」が簡易に行える点にある。 
	 	 
＜シンプルなLTV計算の提案＞ 
	 上述のようにLTV計測の基本要素は「一人あたりの年間売上」「利益率」「継続率」「割
引率」である。更に、ある程度セグメント別（チャネル毎、あるいは獲得年度毎、獲得時年
齢毎、など）に算出し分ける方が、顧客像の把握や、育成シナリオ作成の基礎資料としての
価値が上がるが、かと言って全て詳細に計算しようとすると企画倒れに終わる危険性がある
ので、下記のようなレベルでまずは大雑把に計算し、先に述べた「相対比較」を試みるのが
良いと考える。その上で、必要に応じて精密さの追求をすれば良い。 
 
   １）一人あたりの年間売上 
     通常、データベース上に一円単位で正確に紐づいているはずなので、そのまま 
    使用できる。 
   ２）利益率：計算に必要な費用の算出については精密さよりも、計算結果に与 
        える要素の大きさで判断 
     ・商品原価 
       基幹系の商品マスター情報と情報系システムの連携は若干難易度が高い（更 
       新頻度の違いなど）ので、商品コード別に前年度実績などで固定の原価率を 
       設定しても良いだろう。 
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     ・受注商品一出荷当たりのコスト（いわゆるフルフィルメントコスト） 
       時系列で大きな変動がなければ、前年度実績等から固定値で。 
     ・店舗運営コスト 
       通販のフルフィルメントコストに該当するのが、店舗運営コストだが、一レ 
       ジ客数あたりの店舗運営コストを同じく適用。これも時系列で大きな変動が 
       なければ前年度実績等から固定値で。 
     ・新規獲得・既存顧客維持コスト 
       新規獲得とその後の顧客維持のためのプロモーションあるいはキャンペーン 
       については、通常は基幹系システムでマスタ管理され、各購買データに紐づ 
       いているはずなので、それをまず利用する。別途管理ファイルがある場合も 
       多いので、要確認。 
       もし、煩雑に過ぎる場合は獲得時プロモーションのCPOとその後の定期的な 
       カタログ・DM送付コストを単純に累積させたもので代用する。 
 ３）継続率 
     多くの企業では、リスト全体の対前年維持率しか観察していないと思われるの 
     で、一定のセグメント単位でLTVの計測をする場合は、以下に記述する事前調査 
     で実績値を出しておく。 
   ４）割引率 
     顧客価値管理が何らかのセグメント単位（新規顧客か既存顧客か、あるいはWEB 
     顧客か店舗顧客か、など）でのマーケティング投資の最適化を目的とするならば、 
     割引率は平均的な営業利益率（＝期待投資収益率）で仮に設定するか、思切って 
     無視して良いと思われる。資本調達コスト及び未来へのリスクプレミアムは顧客 
     リスト全体に共通と考えられるので、顧客リスト全体の財務的価値を精密に計算 
     する必要のある場合（企業や事業の買収、新規事業の継続・撤退の判断など）の 
     み考慮すれば良いだろう。 
 
 なお、事前にできれば連続した3年間程度を積算できる顧客の過去データで検証しておく
と、必要な精密度、計算上のセグメント分けのレベル、顧客価値の現状、何年先までLTVを
計算するのが妥当か、などが把握できる。例えば2010年末現在で逆算すると、2008年以前
に獲得した顧客であれば、連続した3年間の実績LTV計算（未来分を考慮しないLTV）ができ
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るので、獲得年度の塊でまず大雑把に利益貢献額の積み上がりカーブを確認すると良い。こ
の塊を、チャネル別、年代別、地域別、獲得プロモーション別、初回購買商品別、などのセ
グメントにスライスしたり、まだ3年が経過していない09年以降に獲得した顧客の途中経過
と比較したりすると、この時点で顧客価値管理のための相当な知見が得られる。 
	 例えば、下図（図５）は獲得広告メディア別に獲得後24ヶ月の実績LTV＝累積利益額をグ
ラフ化した架空の例だが、当初獲得費用の問題で低実績だった新聞チラシ獲得顧客セグメン
トのLTVが、その後順調に伸長して、他のメディアから獲得した顧客セグメントの実績値を
上回りつつあることが分かる。ここで、「36ヶ月まで見た方が良いのではないか？」、「年 
齢層でスライスするとどう変化するのだろうか？」、「初回購入商品では？」、「利益だけ 
でなく、離脱率・次回購買転換率の変化は？」などと様々分析することで、LTVへの理解が 
深まる。 
 
図5 セグメント別実績LTV計算をグラフ化した例（獲得広告メディア別） 
 
 
 現在、このような計算を外注で受託する分析会社も複数存在するので、社内のリソースで
は対応が難しい場合は、情報システム部門やマーケティング担当部門などが協議の上、デー
タを預けてしまうのも一考である。 
 さて、以上のプロセスを踏んだ上で、一見非常に複雑ではあるが、LTVの計算式でここま
で戦略が語れる、という実例を紹介したい。 
 32 
図6 LTV方程式と五大逸失需要 
 
 出典 三谷 (1999) 
	 
 こうして見ると、数式というものは言語の一種なのだということがわかる。「節目需要」「ア
ップ・セリング」「クロス・セリング」「アフター・マーケット」「紹介利益・学習利益」が上
記の数式には含まれているのだが、三谷 (1999)はこれらを「５つの巨大逸失需要」と名付け
ており、LTVの視点で市場全体を表しうるものとして、「個客シェア」と「商品やサービスの
幅」、および「既存顧客と潜在顧客」の概念を取り入れたものである。ここには、三谷 (1999)
が考えるLTVマーケティングとは、逸失需要あるいは収益機会の補足である、という主張が
込められている。 
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第3章 顧客価値評価の手法～LTVとカスタマー・エクイティ 
 
第2節 Customer Equity （カスタマー・エクイティ） 
 
第1項 カスタマー・エクイティ論の系譜 
 
	 カスタマー・エクイティという概念を最初に提唱したのは、Blattberg and Deighton 
（1996）で、彼らによるカスタマー・エクイティの定義は、「ある企業の全顧客がユーザで
ある期間においてもたらす貢献利益の期待値を、マーケティング投資に対する期待収益率
で現在価値に割り引いたもの」で、そしてこの「カスタマー・エクイティが最大の時、そ
の企業の新規顧客獲得投資と既存顧客維持投資の双方が最適なバランスになっている」と
いうものである。また、このカスタマー・エクイティ最大化のためのマネジメントを、組
織全体を挙げて行う必要がある、としている。 
 この概念は、従来のブランド・マネジメントやプロダクト・マネジメントの考え方より
も、カスタマー・マネジメントの考え方に良く合致するので、サービス・マーケティング
の分野や、関係性マーケティングの分野にも一気に広まった。 
 その後、カスタマー・エクイティによる顧客価値評価は、顧客中心（Customer-Centric）
のマーケティングアプローチにおける一大研究領域となっている。 
 以上の議論の発展の過程を改めて説明すると、大きく次の３つの段階に分かれている。 
 
 １）Blattberg and Deighton (1996)によるカスタマー・エクイティ論の登場 
   ２）Rust et al.(2000)らによるカスタマー・エクイティ論の拡張 
   ３）Gupta and Lehman (2004)らによる経営者や投資家のためのカスタマー・エクイ 
    ティ論の実践化 
 
 また、この発展の過程を、それぞれの論者の主なフォーカス内容で分類すると、 
 
   １）マーケティング投資最適化のためのカスタマー・エクイティ評価モデルを提示 
         ＜特徴＞ 
      統計学的手法を用いて最適投資バランスをシミュレートする。 
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 ２）サービス・マーケティングの視点から、カスタマー・エクイティを最大化するため 
    のドライバーを提示 
     ＜特徴＞ 
      「バリュー・エクイティ」、「ブランド・エクイティ」、「リテンション・エ 
       クイティ」の3要素で、カスタマー・エクイティ向上の活動を分類。 
   ３）上記の２つの潮流を踏まえ、経営者や投資家の意思決定に使えるシンプルな 
        カスタマー・エクイティ・マネジメントの手法を提示 
     ＜特徴＞ 
      実務家の為のマーケティングとファイナンスが融合した意思決定のフレームワ 
      ークを提示。ITバブル崩壊後の新たな企業価値測定方法としても活用。 
 
と、いった流れになる。 
 もともと、マーケティング投資の意思決定に活用できるLTVモデルを追求していたグルー
プが、１） のグループに発展し、サービス・クオリティの経済的インパクトや、顧客満足と
顧客維持の関係などに取り組んでいたグループが、カスタマー・エクイティという概念を用
いれば、うまく各種研究の投資対効果に関する議論が収斂できる事に気づいたことから、２）
のグループが形成された。そしてこの２つの流れを踏まえ、経営者や投資家等の実務家が理
解できるレベルで、よりシンプルなモデル化を試みたのが３）のグループである。 
 ちなみに、３）のグループの最近の論文で、顧客価値評価＝カスタマー・エクイティと、
資本市場における企業価値評価＝株価との関連について(Kumar and shah, 2009) や、公開
された財務報告書からカスタマー・エクイティを計算する方法の提案 (Pfeifer, 2011 ; 
Wiesel etal., 2011)がなされていて、近い将来、カスタマー・エクイティがIR資料の中に含
まれるようになるかもしれない。 
 それでは、まず前節のLTVとカスタマー・エクイティの関係を整理した上で、カスタマー・
エクイティと、マルチチャネル・ダイレクトマーケティングにおける顧客価値管理との関係
性について詳述していきたい。 
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第2項 LTVとカスタマー・エクイティの関係 
 
	 先ほどのBlattberg and Deighton（1996）による、カスタマー・エクイティの定義を見る
と、「カスタマー・エクイティ＝企業が保有する全顧客のLTVの合計」ということではない
のか？と考えたくなる。実際、Rust et al. (2000)による、カスタマー・エクイティの定義は
そうである。しかし、彼ら自身、自分たちの定義はBlattberg and Deighton（1996）とは少
し違う、と言っている。それは、Blattberg and Deighton（1996）のカスタマー・エクイテ
ィの用法が、新規顧客獲得投資と既存顧客維持投資の最適バランスの実現、という文脈の中
で用いられていたことや、単に顧客基盤全体を財務的に評価するだけでなく、その最大化を
目指したマネジメントにこそ、カスタマー・エクイティ、という用語をわざわざ使う意味が
ある、という論調に配慮したものと考えられる。 
 この点、３）のグループの論者達はあまりこだわっておらず、あえてLTVとカスタマー・
エクイティの明確な区別にこだわらず、「LTV＆CE（カスタマー・エクイティ）」のような
記述も良く見られる。 
 この間の若干の混乱を物語る逸話として、１）のグループのDeightonと２）のグループの
Rustらが共著(2002)で発表した論文で、カスタマー・エクイティという用語の用法について、
Deightonが他の共著者達と論争になった事が脚注で述べられている。以下、この方が両者の
対立と戸惑いが伝わってくるように思えるので、原文のまま、引用する。 
	 
	 “One of the authors (J.D.) now regrets the use of the term customer equity because he believes it is  
   improperly used. The other authors think that J.D.’s objection of the term is ironic, given that he  
   was the one who coined the term in the first place! We have retained our use of the term,given that  
   it is now in common usage and is well understood.” 
	 
	 この論文は、ビジネスクラスホテルにおけるロイヤリティプログラムの実践を例に、ブラ
ンド中心のマーケティングから顧客中心のマーケティングへの進展と、顧客を資産と捉え、
その価値の最大化を目指す取り組みについて、カスタマー・エクイティの概念を適用して論
じたものである。そして、カスタマー・エクイティという概念の広い採用を妨げる７つの課
題を検討しながら、最終的には顧客中心主義のマーケティングマネジメント概念モデルを提
示している。 
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 しかし、この文脈では、Deightonにとって、Blattbergと自らが提唱したカスタマー・エク
イティという用語を使いたくなかったのである。一方でRustら他の共著者達は、率直にこの
意見の対立に驚いて見せている。 
 確かに、Blattberg et al. (2001)では、“But Customer equity management is more than 
just a method for calculating the asset value of customer relationships”とあり、自分達の
議論が、顧客関係マーケティングにおける、ROI明確化の手段としてのカスタマー・エクイ
ティ論とは、一線を画している事を主張している。一方、先のRustらとの共著論文(2002) 中
には、“The Customer-Asset-Based Marketing Model”という概念図が出てくる。Deighton
の考え方からすれば、Rustらのカスタマー・エクイティの用法は、明らかにオリジナルの定
義から外れているのである。しかし、３）のグループのように、もはやカスタマー・エクイ
ティもLTVも Customer-Asset-Based Marketingの文脈の元では明確な差異を認めていない
研究者も数多いことから、脚注の後半の記述、 “We have retained our use of the term,given 
that it is now in common usage and is well understood.” に見られる、他の執筆者達の判
断は間違いではなかったと言えるのではないだろうか。 
 それにしても、たった5～6年程度で命名者達の定義を超えて広範囲にカスタマー・エクイ
ティという概念が、他のマーケティング研究領域の学者たちに活用され、活発に論文や書籍
が発表されるようになったのだから、これは和歌で言う「本歌取り」のようなもので、
BlattbergやDeightonへの敬意がそこにある限り、当初定義に厳密に縛られる必要はないよう
に思える。 
	 
＜本稿におけるLTVとカスタマー・エクイティの関係に対する立場＞ 
	 筆者が沖縄に旅行した際、ガイドがマングローブを指さしながらこんな説明をした。「マ
ングローブは川の河口付近に群生するヒルギで構成されていて、それ自体森（英語：グロー
ブ）の意味を持ちます。つまり、一本一本はヒルギ、それが集まって森になったのがマング
ローブです。」 
 この関係はカスタマー・エクイティとLTVの関係に似ている。カスタマー・エクイティが
実質的には「自社顧客のLTV合計」であるのに、独立概念として「カスタマー・エクイティ」
と呼ぶ意味は、この額を最大にするための施策及び定常的なモニタリング（つまりカスタマ
ー・エクイティ・マネジメント）が必要で、それは必ずしもチャネルあるいはセグメント単
位のLTVマネジメントと、常にイコールではないからである。この点、本稿のテーマである
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「マルチチャネル・ダイレクトマーケティングモデルにおける顧客価値管理」においては、
致命的に重要で、従来から、各企業は、それぞれのチャネルで顧客のLTVを少しでも向上さ
せるべく、各種のマーケティング活動やサービス水準向上に努めてきた。しかし、前章で論
じたように、統合・調整が不充分なマルチチャネルモデルにおいては、各チャネルの顧客LTV
向上の努力が、当該企業の全顧客のLTV（=カスタマー・エクイティ）向上に必ずしも結び
つかない可能性がある。 
 そこで、本稿ではカスタマー・エクイティとはRust et al. (2001）が主張する「その企業
の全顧客の（現在価値に割り引いた）生涯価値の合計」という文脈の下で論ずることとする。 
 
第3項 カスタマー・エクイティとマーケティング投資の最適化 
 
 先述したように、カスタマー・エクイティ論の一つの流れは、顧客のLTVを、新規顧客獲
得及び、既存顧客維持に関するマーケティング投資の意思決定に活用できるよう、財務的に
可視化（マーケティングROIの明確化）しようとする試みに端を発したものと言える。それ
は、具体的には、第１節で触れたLTV計算モデルの活用を前提に、 
 
 １）どのようなマーケティング施策がLTVを向上させるか 
という議論から一歩進んで、 
   ２）どのマーケティング施策の組み合わせがLTVを最も効率よく向上させるか 
そして更に、 
 ３）全顧客のLTVの合計値である、カスタマー・エクイティを最大化させるモ 
    デル＝マーケティング投資の最適化モデル、とはどのようなものか 
 
という議論の発展の歴史と言って良い。 
 カスタマー・エクイティという概念が、チャネル統合管理において非常に有益だと言える
のは、すでにLTVとマルチチャネル購買との間には強い相関があることが各種の研究から立
証されていること（第2章）に加えて、「全顧客」の「長期的な収益の最大化」という基本的
な立脚点が、チャネル単位の短期的な収益に一喜一憂しがちなマーケティングの現場のみな
らず、投資バランスに頭を悩ませる経営層や財務・経理部門まで、共通の土俵で議論ができ
るフレームワークを提供してくれる点にある。 
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  Blattberg and Deighton (1996)は、この点につき以下のように述べている。 
	 
	 	 新商品や新しいサービス導入の可否を判断する質問は、「この商品（やサービス）は、 
  新規顧客を取り入れる事ができるか」や「この商品（やサービス）は、顧客の我々に対 
  するロイヤリティを向上させ、ひいては我々の顧客維持率を向上させるか」ではなく、 
  究極的には、「この商品（やサービス）は、カスタマー・エクイティを増大させるか」 
  でなくてはならない。 
 
 これは非常に示唆に富んだ質問である。つまり、「新規顧客を取り入れることができる」
あるいは「ロイヤリティを向上させ、顧客維持率を向上させる」事が必ずしもカスタマー・
エクイティを向上させるわけではない可能性や、あるいはもっと効果的にカスタマー・エク
イティを向上させることができる別の施策があるかもしれない可能性を示唆しているからで
ある。従来からこの種の疑念を多くの経営者や財務担当役員は持っていたはずだが、「新規
顧客獲得」「ロイヤリティ向上」「顧客維持率の向上」などというもっともらしく聞こえる
商品開発やマーケティング担当部門の主張に、有効な検証の仕方が無かった。しかし、「そ
れでカスタマー・エクイティは（どの程度）向上するのか」という質問は、誰にでも理解で
き、かつ比較可能な数値で返答を促せる。 
 では、具体的には、Blattberg and Deighton (1996)による、投資水準最適化モデルとは、
以下（図７・８）のようなものである。 
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図7 新規顧客獲得投資の最適バランス 
 
出典：Blattberg and Deighton (1996) 
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図8 既存顧客維持投資の最適バランス 
 
出典：Blattberg and Deighton(1996) 
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  図７は、新規顧客獲得投資の最適バランスを示し、期待できる獲得率が最大になるまでの
投資額を示す曲線と、新規獲得顧客から初年度に得られる収益額（獲得エクイティ）が最大
になり、その後漸減していくまでの投資額を描く曲線の、２つの曲線で、表現されている。 
 また、図８は既存顧客維持投資の最適バランスを示し、期待できる維持率が最大になるま
での投資額の曲線と、顧客維持によって得られる収益額（維持エクイティ）が最大になり、
その後漸減していくまでの投資額を描く曲線の、２つの曲線で、表現される。 
 この収穫逓減カーブの考え方を用いて、端的に投資レベルには「過小」「最適」「過剰」
の３つのステージがあり、「カスタマー・エクイティが『最大』の時、投資レベルは『最適』
になっている」事を示しているのが、Hanssens et al. (2008)による下図（図９）である。 
 
図9 マーケティング支出をどう決定するか 
 
出典 Hanssens et al.(2008) 
 
 Hanssens et al. (2008)は、更に個々のマーケティング施策における予算配分にも、最適
解が存在する事を、次項の図（図10）で示している。 
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図10 カスタマー・エクイティ最大化のための予算配分 
 
 
 
 
 
 
 
第3項 
カス
タマ
ー・エ
クイ
ティ 
出典 Hanssens et al.(2008) 
	 
	 こうして見ると、単純な話だが最大支出（＝売上最大化）は最適（=カスタマー・エクイ
ティ最大化）を意味するわけではないし、新規獲得予算を最大効率で消化しても、それは必
ずしもカスタマー・エクイティの最大化を意味しない事も理解しやすい。 
 例えば、「獲得しやすい（低CPO）がLTVが低い」セグメントが増えると、予算あたりの
獲得顧客が増えても、離脱率や低単価が獲得効率の良さを相殺してしまう。 
	 このような数値と図示による、マーケティング予算配分議論は、複雑な対立を招きがち
な、チャネル間のマーケティング予算配分の議論を、よりロジカルで明快なものにする助
けとなるはずである。 
 
第4項 カスタマー・エクイティのドライバー 
 
	 次に、Rust et al. (2000)が提唱する、カスタマー・エクイティのドライバーを以下に示す。 
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図11 カスタマー・エクイティのドライバー 
 
出典 Rust et al. (2000) 
 
	 この概念は、確かにBlattberg and Deighton (1996)のフレームワークとは、アプローチが
全く異なるが、保有顧客の総LTVの最大化＝カスタマー・エクイティの最大化を目指す目的
自体に違いは無い。そして、Blattberg et al. (2001)でも、当該企業の新規顧客獲得、顧客維
持、追加販売における各マーケティング支出の、カスター・エクイティに与える感度（追加
支出とそれに伴う収益増加の関係）分析を行う事が、戦略上の第一ステップだと述べている。 
 また、マルチチャネル・ダイレクトマーケティングモデルにおける、新しいコミュニケー 
ション戦略を練る上では、このRust et al. (2000)による３つのエクイティの分類の仕方は、 
非常に理解を得やすい。これらのエクイティを最大化するためには、チャネル単位で個別に 
活動していてはいけない事が、一目瞭然だからである。 
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第4章 顧客価値最大化の為の経営戦略 
 
	 ３章で見たように、現在のカスタマー・エクイティ論は、顧客中心主義の下、LTVベース
のマーケティングROI最適化アプローチと、サービスマーケティングからのアプローチの統
合概念と言える。そして、顧客価値評価の手法や、カスタマー・エクイティを向上させるド
ライバーは何か、という論点のその先には「カスタマー・エクイティ視点の経営管理論」が
ある（図12）。ここでは、マルチチャネル・ダイレクトマーケティングにおける、カスタマ
ー・エクイティ視点の経営を行うための要件として、以下の6つの項目について言及する。 
 
 1)顧客像の理解 2)組織設計 3)重要業績評価指標（KPI）4)社内教育  
 5)情報システム  6)経営トップの役割 
 
図12 カスタマー・エクイティ・マネジメントと、顧客中心主義 
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第1節 顧客像の理解 
 
	 ２章でも触れたように、マルチチャネル・ダイレクトマーケティングモデルにおいて、カ
スタマー・エクイティを最大化するためには、チャネル間で顧客データを統合し、マーケテ
ィング施策に一貫性を持たせる必要がある(Goersch, 2002 ; Nesline et al., 2006 ; Neslin 
and Shankar, 2009）。そしてその際、重要となるのは、統合された顧客データから、「顧
客像の理解」を改めて行うことである(Payne and Frow, 2004 ; Kumar and Venkatesan,  
2005 ; Konus et al., 2008 ; Rhee, 2010)。２章では、マルチャネル利用顧客など、チャネル 
統合の視点から触れたのみであったので、ここでは、Blattberg and Deighton (1996)のよう
に、新規顧客獲得、既存顧客の維持、育成（追加販売）及び、Blattberg et al. (2001)の顧客
ライフサイクル管理の視点で、顧客像把握、管理の一つの方法を提案したい。 
 以下は、その手順である。なお、顧客データの統合が出来ている、という前提であるので、
出来ていない場合は、まず顧客単位で全チャネルの取引データが統合されている状態にする
作業を行う。 
 
 １）現時点のLTV実績値（未来分を考慮しないLTV）で、優良顧客と自社で判断でき 
    る水準に達している顧客を抽出する。上位20%程度が妥当であろう。 
 
  ２）その優良顧客を、３章の「LTVによる顧客評価」で紹介した分析軸、例えば「初回 
    購買商品」「獲得広告メディア」「初回利用チャネル」「獲得時年齢」などの初回 
    購買時属性から、「現利用チャネル」「直近RFM」「現年齢」「一定の累計購買金 
    額に到達するまでのスピード」「ご意見、クレーム・返品の回数」などの現時点ま 
    での属性要素でグループ分けを行う。例えば、グループAは、平均年令が高く、カ 
    タログ中心に広い商品ジャンルの購買を行なっている、グループBは平均年齢が低 
    く、店舗とインターネットの両チャネルを利用していて、新商品やキャンペーンへ 
    の感度が高い、グループCはお気に入りの商品中心に、決して一回あたりの購買単 
    価は高くないが、コツコツ何年間も買い続けてくれている顧客、などである。 
    このグループ分けは、実際のマーケティング施策と連動させることになるので、実 
    際にオペレーションし分けられる数（４グループ前後か？）にしておく。 
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 ３）ここで、例えば４つの優良顧客のグループが出来たら、そのグループ毎に、グルー   
    プインタビューや、デプスインタビューなどを行い、データ分析上の優良顧客像の 
    確認・補強を行う。このステップは、マーケティング部門だけでなく、顧客対応部  
    門や商品開発部門の担当者とも合同で行うと、その後の顧客像論議に関わる「共通 
    言語」化の作業がより容易となり、この後述べる社内教育の材料ともなる。 
 
 ４）以上のグループ分けに現場全体で違和感がないようであれば、このグループ分けの 
    視点で、残りの下位顧客も振り分ける。つまり、優良顧客Aグループに成長する可 
    能性の高い顧客グループ、優良顧客Bグループに成長する可能性の高い顧客グルー 
    プ、優良顧客Cグループに・・・、といった具合である。 
  
図13 優良化のパターンに着目した顧客分類手順の一例 
	 
	 	 
	 このグループ分けは、獲得時から優良顧客にいたるまでの属性や道筋に共通点のあるセグ
メントを見つけ出し、各セグメント毎の顧客のライフサイクルに合った、カスタマー・エク
イティ向上のためのドライバー（Rust et al., 2001）を見極めることで、カスタマー・エク
イティを最大化しようとするアプローチでもある。 
 そういった意味では、休眠・離脱の特性も、このセグメント単位で観察し、対処する事が
望ましい。 
 また、各マーケティング支出の、カスター・エクイティに与える感度（追加支出とそれに
伴う収益増加の関係）分析も、このセグメント単位で行った方が精度が上がるはずである。  
 以上のような、優良顧客をグループ化し、そのグループ毎の特性で、更に下位顧客をそれ 
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ぞれ紐付けていく一連のデータ処理は、主に、「クラスタリング」というデータ解析手法を 
用いる。３章の「LTVによる顧客評価」同様、社内でのデータ処理ノウハウが不足していれ 
ば、外注してしまうのも一考である。 
 さて、このようなアプローチを提案したのは、そもそも、一口に「優良顧客」と言っても、
Thomas et al. (2004)やKumar (2010)で述べられているように、維持コストやマーケティン
グ施策への感度で意外な差が見られる、という事もある。この事は、実務家にとって自社顧
客の分析をする際、実データで確認しておくべき内容の一つであろう。 
	 最後に、このようにして分類した顧客像も、年齢層やメディア・チャネル選好、商品ライ
ンナップの変化等によっては、一定の形を長期間保てない事も充分考えられるので、実運用
の過程においては、常にデータの点検を行いながら、修正や見直しをかけていくことが重要
である。 
	 	 
第2節 カスタマー・エクイティ・マネジメントと組織設計 
	 
	 組織論とは分業論である。カスタマー・エクイティ・マネジメントのための組織設計にお
いては、顧客価値を最大限に向上させる活動が分業されていなければならない。 
 沼上(2004)によれば、分業のメリットは、 
 
     １）共通費の賦課  
     ２）経済的スタッフィング 
   ３）熟練形成の効率化・知識の専門化 
   ４）機械化（注：原文は機械の発明）と機能的分業の強化 
   ５）規模の経済 
 
であり、デメリットは、 
 
   １）働く人の意欲低下 
   ２）調整・統合の難易度アップ 
 
である。 
 48 
 ２章におけるマルチチャネル統合の効果とコストの内容（Neslin et al., 2006）との共通
点が多い。予算支出のアロケーション（分配）はマルチチャネル統合における議論の一大テ
ーマだが、予算支出は通常組織単位で行われるので、予算配分論と組織分業論の間に共通す
るものが多いのも当然であろう。 
 顧客中心主義（Customer-Centricity）や、CRMを題材にした論文・書籍には、組織体制
の再構築を重要視するものが多い（三谷, 1999 ; Peppers et al., 1999 ; Maklan et al., 2010 ; 
Choudhary and Dhansonia, 2010 ; Berman, 2010他）。 
 それは、Peppers（1999）の言葉を借りれば、「最重要顧客を手始めとして、顧客一人ひ
とりから何かを学び取れるような学習関係を確立する」活動を組織として行う必要があり、
業務フロー（つまり分業の仕方）も見直す必要があるからである。 
 勿論、組織設計は戦略変更の成功をそのまま約束するわけではない。つまり、組織設計は
成功のための必要条件ではあるが、十分条件ではない。意識変革も勿論必要であるし、その
他のステークホルダー（株主、取引先など）の理解などの要素も関係してくるだろう。ここ
で注意しなければならないのは「部分最適（例：チャネル利益）ではなく、全体最適（顧客
価値の最大化）に意識変革すれば、組織設計を変更する必要は無い」という考え方である。   
 しばしば、組織よりも意識が大事だ、組織の問題ではない、という意見を聞くが、集団に
属する個人の意識はその多くを所属する組織が規定してしまう。「蛸壺化」「省益あって国
益なし」「～村」「～の常識は～の非常識」などという言葉が、それを象徴している。自分
の組織だけはそうならない、と考えるのはあまりにナイーヴ過ぎる。 
 例えば、経験的に、マルチチャネル利用顧客のLTVが高いことを多くの実務家が気付いて
いる。一方で、マルチチャネル顧客のパフォーマンスの高さに着目して、優良なマルチチャ
ネル顧客の育成にリソースを集中的に投下している企業の事例は、あまり聞くことが無い。
それは何故だろうか。 
 多くのダイレクトマーケティング企業はチャネルの拡大とともに組織の立ち上げを行い、
チャネル単位の事業別組織を採用している。しかし、チャネル単位で事業採算性を最適化し
ようとすると、顧客の概念が「自社」ではなく「自チャネル」となってしまい、また、自チ
ャネルの売上を短期的に下げてしまう可能性のあるチャネル併用施策には、どうしても積極
的にはなれない、等の弊害が生じやすい。 
 下図（図14）は、チャネルと顧客の関係の単純なマトリクスだが、チャネルAのマネジャ
ーにとって、「顧客ABCの違いは、自チャネルでの貢献の違いのみで、チャネルB・Cの利用
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の仕方の違いについては関心が無い」ということになりがちである。一方でチャネルBのマ
ネジャーにとって、「顧客とは、顧客B・Cのことで、顧客Aには関心が無い」、ということ
になりがちである。そしてチャネルCのマネジャーにとって、「顧客とは、顧客Cだけだが、
その顧客CはチャネルA・Bも利用している、超優良顧客であることには関心がない」という
ことになりがちである。 
 
図14 チャネル別組織における顧客の捉え方 
	  
	 結果、誰も顧客価値全体の向上には責任を持たず、優良顧客であるはずのチャネル併用顧
客に対する一貫したサービス提供、プロモーション施策が行われにくくなる、という弊害も
起きやすい。 
 また、この各「チャネル」の問題を、各「ブランド」の問題に置き換えても同様である(Gupta 
and Lehmann, 2005)。 
 このような事態に対して、Rust et al. (2010)は、端的に下図(図15)のような体制を主張
している。また、比較検討のためにカスタマー・エクイティ・マネジメント論についての
主要な論者が主張する、別なアプローチの組織体制（図16･17）を以下掲載する。 
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図15 Rust et al. (2010)による組織体制 
出所：Rust et al.(2010) 
図16 Rust et al. (2000)による組織体制 
	 
出所：Rust et al.(2000) 
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図17 Blattberg et al. (2001)による組織体制 
 
 
出所：Blattberg et al.(2001) 
 
	 以上の組織編成上の考え方についての共通点は、 
 
 １）カスタマー・エクイティに責任を持つ役員の専任 
   ２）ブランドやプロダクト、あるいはチャネルのマネジャーの上位に、顧客マネジャー 
    を置くか、最初からブランドやプロダクト単位の組織を顧客セグメントもしくは、 
    カスタマー・エクティのドライバー単位に改編してしまう 
 
といったアプローチを行う点である。 
 Blattberg et al. (2001)の図17は、新規獲得顧客、既存顧客維持、追加販売の各エクイティ 
単位の組織編成である。しかし、各エクイティ単位のエクイティ向上施策が相互に摩擦を生 
じさせるような場合は、顧客のコホート（集団）単位でライフサイクルに沿った顧客開発マ 
ネジメントを行うべき、と述べており、その場合は、Rust et al. (2010)の図15に近い組織 
編成となる。このタイプの組織編成が効力を発生する条件として、Blattberg et al. (2001) 
は、 
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   １）顧客に関する詳細な知識をもっていること 
     ２）マーケティング・ミックスを適切に調整すること 
 
を、挙げており、更に以下のように述べている。 
 
	  「このモデルでは、顧客開発マネジメントチーム（以下CDMT：Customer   
   Development Management Team）が組織構造の決め手となる要素である。どの 
   CDMTも、それぞれが対象とする顧客や顧客セグメントに専門特化している。これ 
   らのチームは、たとえば、販売、マーケティング、サービス、流通といった、それ 
   ぞれの顧客に関わる活動すべてを管理している。きわめて似通ったニーズ、選好、 
   行動をとる顧客を１つのセグメントとして分類し、１つのCDMTがこれをマネジメ 
   ントするのである。これによって、経営努力が重複するのを防止し、規模の経済性 
   が働くようにしているのである。」 
 
 これらの主張は、１章の「マルチチャネル統合」、２章の「顧客価値の把握」、３章の
「LTVとカスタマー・エクイティによる顧客価値最大化のアプローチ」、そして本章第1
項の「顧客像の理解」といった、これまでの議論の流れとも合致する内容であり、マルチ
チャネル・ダイレクトマーケティングモデルにおける組織論の、一つの指針となる考え方
だと言えよう。 
 ただし、多くの企業がチャネル別の組織を持つのには、それなりの理由があって、例えば、
直営店舗であれば、「新店開発」「店舗運営」「販売員の採用教育」などチャネル固有の機
能が必要だからである。また、チャネルの違いがプロダクツラインの違いである企業も多い。
Gupta and Lehman（2005）も、チャネルやプロダクツライン単位の組織設計が一概に間違
っているわけではない、と述べている。 
 この点、一つ上の概念で機能別組織を統合して、マトリクス型の組織にしてしまうやりか
たも考えられる。先の例で言えば、「新店開発」は「チャネル開発」に、「店舗運営」は「チ
ャネルオペレーション」に、「販売員の採用教育」は「HRD（人材開発）」に、というよう
に、機能別かつ全チャネルが統合されたオペレーション組織に改編し、顧客セグメント別に
再編したマーケティング部門と切り離してしまうのである。 
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 いずれのやり方にしても、各部門の活動が、カスタマー・エクイティ向上のためのフロー
に沿った形で組織化されている事が大事なので、繰り返しになるが、第１節で触れた、自社
顧客像の理解がやはり重要になってくるのである。 
 
第3節 カスタマー・エクイティ・マネジメントとKPI（重要業績評価指
標）管理 
	 
	 カスタマー・エクイティ・マネジメントには、経営者やステークホルダーにも明快な、マ
ーケティングROIの可視化という側面がある(Gupta and Lehmann, 2005)ので、必然的に
KPI（重要業績評価指標）の「定義」と「測定」、「共有」の仕組みが必要になる。 
 一般に言われるように、KPIは出来る限り、大項目（経営目標）から小項目（担当者目標）
へ丁寧に展開されている必要がある。また同じように、出来る限り下位のKPIが上位のKPI
に与える影響度が明示されている必要がある。 
 このことはRust et al. (2001)による、カスタマー・エクイティの「ドライバー」を各企業
でまず調査し、それを前提にカスタマー・エクイティ・マネジメントを構築する、あるいは
Blattberg et al. (2001)の、各マーケティング施策の感度分析を行うことが戦略の第一歩、と
いう主張とも合致する。またKPI管理には欠かせないシステムであるBI（ビジネス・インテ
リジェンス）システムの中には、この種の機能が実装されているものもある。 
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図18	 BIシステムによるパフォーマンス管理概念図	 
 
出典	 株式会社NTTデータ技術開発本部ビジネスインテリジェンス推進センタ（2009）	 
	 
	 もちろん、新しいKPIの中には、データをこれから取得するものも含まれているであろう
から、そのKPIの上位KPIへの貢献が予想通り（最終的にはカスタマー・エクイティへの貢献）
であるかどうかの検証を、事後的かつ継続的に行うためにも、この類のツールを活用する効
果は小さくない。Cody et al. (2002)は、インターネットの普及など技術の発達に伴い、分析
対象データが増えたことで、膨大なビジネスデータに隠された価値を見つけるプラットフォ
ームとしての、BIの重要性が増した事について述べている。第5節でも少し触れるが、ダイレ
クトマーケティング企業の情報システム部の大きな役割は、このKPI管理をスムースかつ柔
軟に行うためのBIシステム整備である。 
 また、KPI設計の新旧の変化は、従来からKPI管理を熱心に行なっていたダイレクトマーケ
ティング企業ほど、劇的であるはずなので、経営者自らによる再設計の意図の説明を各マネ
ジャーへ行わねばならない。 
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第4節 カスタマー・エクイティ・マネジメントと社内教育 
 
 カスタマー・エクイティ・マネジメントが、継続的取り組みとして効果を発揮し続ける為
には、社内教育は非常に重要である。この教育には２つの側面があって、「製品やチャネル
中心の戦略から、顧客中心の戦略へのパラダイムシフトに対する真の理解（納得）」（Gupta 
and Lehmann, 2005 ; Rust et al., 2010 ; Choudhary and Dhansoia, 2010）と、職務階層
に応じた共通のKPIで議論を行うための、マルチチャネル・ダイレクトマーケティングに関
する「知識の底上げ」(Hughes, 1994 ; Neslin and Shankar, 2009)である。 
 Hughes (1994)の訳者、秋山と小西 (1999)は、訳者あとがきで、こう述べている。 
 
  「新しい環境に合わせて顧客主導の新しいビジネスモデルを構築しようとするとき、 
  組織内の知恵をいかに活用するか。また、顧客データ分析からいかにして顧客の態度 
  やニーズを探り出し、効果的なコミュニケーション戦略につなげていくか。これらの 
  課題の実現に必要なのは、理論や概念ではなく具体的な知見や経験である。」 
 
 この意見は、データベース・マーケティングについての言及なのだが、カスタマー・エ
クイティ・マネジメントを組織に定着させるための教育についても同じ事が言えるだろう。 
 また、このようなプロセスについて、参考になるのは、CRM導入の事例である。CRM 
については、先行導入した企業の実績は10年以上あるので、失敗事例の研究や、そこから
学んだ成功への条件など、興味深い論文や書籍が多い。Boulding et al. (2005)では、CRM
導入の成功条件の一つとして、チャネル、技術、顧客、そして従業員間の協調、と述べて
いる。裏を返せば、失敗事例はこれらの要素がバラバラに作用している、ということであ
る。社内教育において、「戦略転換への理解（納得）」が得られており、「共通言語（KPI）
で議論するための知識の底上げ」ができていれば、上記のような事態は、相当程度防ぐこ
とができる。また、アクセンチュア (2001)では、顧客インサイト（顧客理解、識別）を捉
えることの出来る人材確保とスキル向上の重要性を、マーケティング進化プロセスととも
に論じている。そういった意味では、社内教育は戦略転換時の導入教育以降も、継続して
教育効果の検証を行いながらレベルアップさせていくべきものと言える。 
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第5節 カスタマー・エクイティ・マネジメントと情報システム 
 
	 成長の過程で、チャネルが増えたり、顧客層が分化し始めると、従来型の顧客管理システ
ムでは機動的なマーケティング施策の実施が難しくなって来る。ダイレクトマーケティング
の実務は「テスト＆ロール」の繰り返しだが、望んだセグメンテーションとターゲティング
が行なえなかったり、仮に出来ても、非常に時間がかかったりすると、新たな仮説に基づい
てテストを繰り返し、戦略を練り直す、という大切なPDCAサイクルが回らなくなってしま
う。 
 元々、通販企業の多くは、在庫管理、受注・出荷処理、顧客管理などを行う高度な基幹系
システムを実装している。それに加えてWeb上のオンラインショップ、実店舗などのチャネ
ル追加に伴う、WebDBや店舗レジシステムとの連携など、データ処理・統合の複雑さは増す
ばかりである。それに加えて、顧客価値の変動を常に把握し、意思決定の精度とスピードを
向上させるKPI運用を行うためには、DWH（データウェアハウス）やBI（ビジネスインテリ
ジェンス）といった情報系のシステムも不可欠である。 
 このように、システム基盤整備が、ビジネス変革の起点の一つになってしまっている以上、
社内の情報システム部門のトップであるCIO（あるいは情報システム部長）は、変革の推進
役としての自覚が、強く求められる（甲斐、桐谷、2010）。 
 ちなみに、日経BP社が提供するデータベースで第３節の「KPI」を検索すると、「日経情 
報ストラテジー」で140件、日経ビジネスでは7件のヒットだった。前者は、企業の情報シス
テム部の定番購読誌で、後者は、一般のビジネスマン向け情報誌である。 
 これは、いかにKPI管理が情報システムに依存し、また情報システム部としての重要案件
であるかの、一つの象徴的な例と言えるのではなかろうか。	  
 
第6節 カスタマー・エクイティ・マネジメントと経営陣の役割 
 
	 この議論は企業がブランド再構築活動を行う際の「インナーブランディング」における議
論に良く似ている。それは、カスタマー・エクイティベースの経営が、製品・チャネル中心
のマーケティングから、顧客中心のマーケティングというパラダイムシフト（Gupta and 
Lehmann, 2005 ; Rust et al., 2010 ; Choudhary and Dhansoia, 2010）であり、経営トッ
プから各従業員にいたるまでの意識改革が必要という点で、両者は共通しているためである。 
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 社長を頂点とする経営陣は、企業の「トップリーダー」であり「トップマネジメント」で
ある。「トップリーダー」の最大の役割は「ビジョン」を提示することだと言われている。
「トップ自らが従業員に語りかけること」が非常に重要な点は、第4節の社内教育同様、CRM
導入との共通点である。CRM導入の失敗事例で、その大きな原因の一つに必ずといって良い
ほど挙げられるのが、「トップのコミットメント不足」であるのは、カスタマー・エクイテ
ィベースの経営改革を行おうとする場合も同様であろう。 
 また、カスタマー・エクイティ・マネジメントは、計量的なKPIを持たない「観念的顧客
中心主義」でもなければ、顧客の視点の無い「単なるマーケティングROIの可視化」でもな
い。「トップマネジメント」として、この改革が継続的に顧客に価値を提供し続けているの
かどうか、 オペレーションの細部にいたるまで入念にチェックすることも重要である。 
 この取組は、時に従業員を不安にさせ、一時的に組織間対立を先鋭化させるかもしれない。 
そのような時のためにも、経営陣は、改革への強い意志を社員にたいして継続的に示す必要
がある。 
 Rust et al. (2010)によれば、軍人向け金融サービス会社のUSSAでは、経営陣が週2、3時
間、コールセンターで顧客対応しているという。これは、顧客の懸念事項を理解するためで
あると同時に、経営陣がどれだけ真剣に顧客に対応しているか示すためである。同じように、
イギリスのスーパーであるテスコは、「テスコ・ウイーク・インストア」というプログラム
の一環として、年に一週間、経営陣みずから店舗で働き、顧客との交流を図っている。 
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第5章 今後の課題 
 
第1節 デジタルコミュニケーション進化対応 
 
第１項 モバイル対応 
 
	 2000年代中盤以降、ここ５～６年間ほどで、インターネット接続における主役の地位は、
PCから携帯端末に移行しつつある。特に、10代後半から20代にかけては、その傾向が顕著
である。また、後述するSNSとの接続、という意味でも携帯端末の存在は大きい（恩藏、そ
の他、2008）。 
 顧客価値管理の視点から非常に重要なポイントは、自社の顧客に占めるモバイル顧客比率
の経年変化を、人数およびカスタマー・エクイティの両面でまず把握することである。 
 もし、モバイル顧客の単価が、他のチャネルの顧客よりも低い（柿尾、その他、2007）、
あるいは継続率が悪い（もしくはその両方）のなら、このセグメントの急速な増加は、カス
タマー・エクイティに深刻な影響をもたらす。 
 一般的に、PC経由のオンラインショッピングよりも、モバイル端末（主に携帯電話）経由
のオンラインショッピングの方が、顧客の単価やLTVが低くなりがちである。その理由は、 
 
 １）PCユーザよりも年齢層が若い 
   ２）即物的な購買をする（欲しい時に欲しい分だけ買う） 
    →まとめ買いではない 
   ３）通販企業が得意とする、ブランドや商品の物語を発信する事を通じて、ロイヤリ 
    ティを上げて行く戦略（読ませる・聞かせる・見せる）が、モバイルの通信環境に 
    そぐわない 
 
などの点が挙げられる。 
 その結果、「新規顧客は獲得しやすいが、定着化・優良化が難しい」という事になりがち
である。 
 一方、非常に高い可搬性、位置情報を活用できる、機動的なクーポン発行が行える、元か 
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らパーソナル（個人ユーザである）性が高い、ソーシャルネットワークユーザが多い（Shankar 
etal., 2010)など、新しいマーケティング手法を生み出すチャンスもある。 
 そして、モバイル端末によるインターネット接続を取り巻く環境は、現在凄まじいスピー
ドで変容しつつある。ほんの数年前まで、モバイル・マーケティングとは、いわゆるガラパ
ゴス携帯が前提で、画面の大きさ・通信スピードなど、操作性に直接影響を及ぼす性能に大
きな限界があった。 
 しかし、スマートフォン・タブレット端末の普及や、高速無線LAN環境の普及などは、そ
の前提を覆しつつある。 
 下記は、Shanker and Balasubramanian (2009)による、顧客の意思決定に及ぼすモバイ
ルマーケティングのインパクトであるが、「第一段階」のモバイルテクノロジーの選択の
部分が、すでに述べたように、多彩で変化に富んでいるのだから、その後の意思決定プロ
セスへの影響は、これに付随して更に大きくなる。 
 
図19 顧客の意思決定に及ぼすモバイルマーケティングのインパクト 
 
出典 Shankar and Balasubramanian (2009) 
	  
下表（表９）は、Shankar etal. (2010)による「小売業におけるモバイルマーケティングの主
要課題について、現在までの知見と将来の研究テーマ」をまとめたものである。 
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表9 モバイルマーケティングの現在までの知見と将来の研究課題 
	 	  出典 Shankar etal.(2010) 
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 これを見ると、PC接続によるオンライン顧客は、カタログ顧客の特性に近い部分があるが、
モバイル顧客は全く違うことが伺える。従来型のマーケティング手法、例えば通販会社が大
好きな「語って聞かせる」ための文字情報の多い媒体によるコミュニケーションや、ターゲ
ティングの意図が不明確（自分の嗜好に全くフィットしない一般情報など）で、高頻度のメ
ール送信などは、あっさり関係を断ち切られてしまうかもしれない。 
 今後、ユーザ層の広がりが更に進み、モバイル独自のマーケティング手法も次々現れるで
あろう。そうなると、マルチチャネル環境における顧客価値最大化、あるいはマーケティン
グコミュニケーション最適化は非常に複雑な分析対象になるに違いない。この後第２節で述
べる大量データの課題への対処はそういった意味でも、競争力の源泉になる可能性が高い。 
 
第2項 SNS対応 
 
	 マルチチャネル統合と顧客価値管理の視点から見たSNS、という文脈で言えば、2つの課題
がある。一つは、カスタマー・エクイティのドライバー（Rust et al., 2000）に与えるSNS
の影響をあらかじめ仮説立て、検証可能にしておく事と、もう一つは、口コミに代表される
顧客インサイト収集の経験値をどう上げるか、その経験を積んでいる間のコスト負担をどう
考えるか、であろう。 
 口コミによるネットワーク効果の研究については、興味深い研究がやはり多く、そのうち
の一つで、LTV視点の研究では、Kumar et al.（2007）が、「顧客紹介価値」の測定方法を
提唱している。面白い事に、とある通信会社の顧客データから分析した表10を見ると、最上
位クラスのLTV優良顧客よりも、中位顧客の顧客紹介価値が高く、「顧客生涯価値」＋「顧
客紹介価値」の合計が、デシルの上位第２分類クラスまで上がってしまう。 
 利用し始めた商品やサービスが気に入り、その後、知人・友人に紹介したくなるタイミン
グを考えると、このような成長途上にある中位顧客のCRVが高いのは経験的にも頷ける。ま
た、LTVの成長余力という意味でも、CRVが加味された「総合的な顧客価値」という意味で
も、その存在を把握しておきたいセグメントである。この分布は、企業によって大なり小な
り違いがあるのは勿論の事だが、このような発見があるから、顧客データはチャネルをまた
いで統合され、その総価値（つまりカスタマー・エクイティ）向上に取り組むプロセスと、
責任者が必要なのである。 
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 もっとも、図20の「顧客紹介価値」の計算方法が、今ひとつ現場で簡単に計算できない危
惧を抱くが、このような顧客価値の測定方法は、SNSや自社サイトの口コミ機能などCGM（消
費者生成メディア）の展開を考える際には、心強いデータになる可能性がある。 
 
図20 顧客紹介価値「CRV」の計算方法 
 
出典 Kumar etal.（2007） 
表10 とある企業（通信会社）の「LTV」と「CRV」のデシル分析 
	  
出典 Kumar etal.（2007） 
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 もう一つ、アメリカにおけるソーシャルメディアのROI評価に関して、ブログ記事（ルデ
ィー和子）「ソーシャルメディアのROI。ファン数やエンゲージメント率なんて指標でごま
かすのは、もう終わり？」http://newmktg.typepad.jp/blog/2011/09/index.html 
で、こんな表現がある。3342人のCMO(マーケティング担当役員)が対象となった、ソーシャ
ルマーケティングベンチ調査において、 
 
   大半のCMOが、「ファンの数とか『いいね』ボタンのクリック数やリツイート数が増 
   えた減ったの話はもう聞きあきた。投資した見返りがどれだけあったか数字で見せて 
   くれ」と考えていることが明らかになりました。 
 
 確かに、Kirtiş and Karahan (2011)において、オンラインマーケティング予算に占める
ソーシャルメディアの割合は11%、という調査結果(図21:www.wiredprworks.com)が出て
いる。また別の調査で、チャネル統合の議論に出てきた、「情報検索チャネル」機能につい
ては、すでにソーシャルメディアは、僅差ではあるが、企業ホームページを抜いて、トップ
になっている（図22：DEI Worldwide 2008）。これだけの状況下で、大きな金額の投資評
価基準が、「いいね」ボタンのクリック数や、リツイート数しか無いのは看過できないのも
当然だ。先ほどの「顧客紹介価値」への影響など、可視化のノウハウが今後必要になろう。 
	  
図21	 オンラインマーケティング予算の配分	 
 
出典	 Kirtiş	 and	 Karahan(2011)	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図22 オンラインで企業や製品、ブランドの情報収集をする際に利用するメディア 
 
出典	 Kirtiş	 and	 Karahan(2011) 
 
第2節 大量データ活用と管理 
 
第1項 「ビッグデータ」の潮流と顧客価値管理 
 
	 マルチチャネル化したダイレクトマーケティング企業が取得する、顧客の取引情報、Web
上での行動履歴情報、苦情・問い合わせなどのコンタクト情報などは莫大な量になる。全チ
ャネルの新規顧客獲得、顧客維持、顧客育成（追加販売）の各段階で、マーケティング投資
を最適化させる管理を徹底するには、これらの大量データを蓄積・分析し、ダイナミックに
マーケティング施策へ反映されねばならない上に、その施策は顧客の何らかのイベント（オ
ンラインショップに来訪したが購買までにいたらなかった顧客に、メールを送る等）に対応
したパーソナル化が進んでいるため、高度に自動化されている必要がある。そしてそれらの
活動のPDCAサイクルを回すためにその結果は即座に集計され、カスタマー・エクイティを
始めとするKPIに加工され、社内で経営層から各マーケティング担当にいたるまで、共有化
されなければならない。 
 これら一連の活動と、その活動に対応したシステム群を下図（図23）に表してみた。そし
てその図と、IBMが2008年以降に買収した企業群の表（表11）を比較されたい。この見事な
までの対応関係は、IBMが、ビッグデータ時代の新たな覇権を握らん、とする戦略意図が明
確に見える。 
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図23 マルチチャネル・ダイレクトマーケティングモデルにおける大量データの流れ 
 
 
表11 IBM社の2008年以降の情報系企業買収先 
 
出典 Wikipedia 
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＜ビッグデータ時代にダイレクトマーケティング企業はどう対応するかについての私見＞ 
	 ビッグデータ時代における、マーケティング担当者は、常にマーケティング施策（つまり
データ活用の出口）をイメージしながら大量データと向き合う必要がある。そうでないと、
データの海に溺れてしまう。 
 つまり、単に「面白い関連がAデータとBデータの間で見つかりました！」ではダメで、そ
の事でどんなマーケティング施策が可能になり、それはどの程度カスタマー・エクイティを
向上させるのか、まで把握することが求められる。 
 一方で、それとは全く逆のアプローチで、「このような相関が見つけられれば（仮説）、
現在のマーケティング施策をレベルアップできる＝カスタマー・エクイティが向上する」と
いう視点でデータを探る、といった方法も、データ解釈やその後の展開プロセスのスキルを
向上させてくれるだろう。 
 そして、この過程では、高度な専門性と、先端ソフトウェアの使用がキーになるので、積
極的な外部連携と、内部ノウハウの蓄積が重要となる。特に、Webの行動解析は相当な進歩
を遂げている(plaza, 2010)ので、そのデータに、すべてのチャネルを統合した顧客の購買履
歴と、アンケート、インタビュー、苦情、問い合わせ対応歴などの定性的データを組み合わ
せれば、どのような顧客育成、あるいは関係性の構築が可能になり、ひいてはカスタマー・
エクイティの向上につながるのか、イマジネーションを膨らませる事が、担当者の腕の見せ
どころとなるであろう。 
 また、KPI管理におけるBI同様、この点でも情報システム部門は、日進月歩の各種ツール
あるいはそれらの活用事例について、積極的に情報収集に努め、マーケティング部門にフィ
ードバックする必要がある。そして、導入の場合の要件定義支援、構築支援、運用支援など、
主体的な役割が期待される。 
 
第2項 プライバシー対応 
 
 プライバシーの問題については、ここでは２つの点について言及したい。一つは「顧客情
報管理」であり、もうひとつは「行き過ぎた顧客情報活用への懸念」である。 
 Peppers (2011)は、 
 
   １）顧客情報の適切な管理と保護は、企業の力量を示す 
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   ２）収集情報のレベルについて、コストバランスを考える事も重要である 
 
 と述べている。 
	 むやみに情報を集めても、活用できなければ意味が無い上に、漏洩を防ぐための管理コス 
トや、だいぶ価格が安くなったとは言え、ストレージの無駄遣いだというわけである。 
 また、プライバシーの問題というと、個人情報漏洩リスクの問題にばかり目が行きがちだ
が、行き過ぎたパーソナライズは、顧客にプライバシー悪用への疑念を生じさせ、ロイヤリ
ティを悪化させる可能性がある。 
 Reinarts and Kumar (2002：H.B.R (2005a)内に収録)は、価格パーソナライズについて、 
 
  「最後に、今の世の中、期間はどうであれ、顧客ごとに異なる料金を課そうとしたとこ 
  ろで、そうは問屋が卸さない。アマゾン・ドットコムが、同じDVDを販売する際、顧客 
  ごとに異なる価格をつけようとしたところ、ブランドが崩壊する寸前までに至ったこと 
  を忘れてはならない。」 
 
と述べている。 
 良く事例紹介される、Web行動ターゲティングによるパーソナライズメールも、クッキー
情報等で常に自分のWeb閲覧履歴が「監視」されている事を知ったら、不快感を持つ顧客も
少なくないだろう。先の価格パーソナライズの問題も、試しにクッキーをクリアしてみたら
提示される価格が変わった、というような事例が、口コミ掲示板に即座に書きこまれてしま
う時代である。技術進歩は顧客の識別・差別化を容易にしたが、その差別化の実態を顧客間
で情報共有する事も容易にしてしまった。店舗小売における優良顧客の優遇は、「VIPルー
ム」や、「お得意様限定優待バーゲン」など、従来から存在していたが、一般顧客もその存
在を気づきながらも許容してきた。しかし、Webの世界は「不公平感」「不信感」などネガ
ティブな感情はあっという間に共有され、増幅する。またWeb顧客の特性として「他チャネ
ル顧客よりも情報感度が高い」という事も、軽視すべきではない。 
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第3節 実務家と研究者の更なる交流 
  
 ダイレクトマーケティングは、文字通り顧客とダイレクトに繋がっており、実務家は短期
間に非常に濃密なマーケティング経験を積むことができる。テストは常に行われており、そ
れは膨大な分析対象データとしてデータベースに蓄積されている。しかし、多くの実務家は、
統計学的なデータ分析よりも、経験的に身につけた勘や閃きに頼った仕事の仕方をしている。 
	 一方、研究者は（特に日本は）、実務家から提供されるデータが極端に少ない。これでは
新たな理論構築に支障を来してしまう。 
 例えるなら、現場のテストパイロットやエンジニアが、航空工学の専門家と協働して、よ
り性能の高い航空機を開発するプロセスのような、実務家と研究者の協働ができないものだ
ろうか。Blattberg (1987)は、マーケティングの研究者にとって、ダイレクトマーケティング
が「天然のマーケティング調査研究所」である理由として、以下の4つを挙げている。 
 
 １）ダイレクトマーケティング企業が持つ個人単位で紐付けられた購買歴 
  ２）ダイレクトマーケティング企業が保有する卓越した販促活動の履歴 
  ３）購買プロセスに中間業者が存在しない 
  ４）テストを日常的に行なっている 
 
 更に、消費者行動や広告効果、値付け、統計モデルの開発、新製品や新サービスなどの分
野が、調査研究対象として今後益々重要になるであろうと指摘しつつ、研究者が実務家と協
働する際のポイントとして、実務家のカルチャーを、以下３つ挙げている。 
 
  １）実利的 
  ２）短期的 
  ３）テスト、テスト、テスト 
 
 この３つを心得ている研究者ならば、実務家とより協働しやすくなると言う。 
 BlattbergがDeightonと共にカスタマ ・ーエクイティ論を初めて世に問うた論文のタイトル 
は、“Manage Marketing by the Customer Equity Test”だが、文末に「Test」と付いている
のも、こうして見ると頷ける。 
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 しかし、肝心の実務家の方は、研究者の叡智の結集である、学術論文に普段あまり触れる
機会が無い。第一、学術論文から直接知識を得ようというモチベーションは、通常実務家は
持っていない。今回の論文執筆で、論文検索にGoogle Scholarを活用していたのだが、その
トップ画面には、「巨人の肩の上に立つ」と記されている。研究者は過去の膨大な研究の積
み重ねの上に立っている。 
 実務家は豊富なデータと、経験的に得た知恵を研究者達に提供し、研究者達は、個別の現
象を分析し、抽象化、一般化する技能と、過去の広い研究結果の蓄積から得た知見を提供す
る、そういった場の創出が、まず望まれる。 
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 ここで、本稿執筆中に今後ぜひ取り組みたいと考えていた内容がある。それは、 
 
 １）カスタマー・エクイティ・マネジメントに関する、研究者、実務家（システムベン 
    ダー、広告代理店、ダイレクトマーケティング企業の担当者など）双方を巻き込ん 
    だ「ワーキング・グループ」の設立 
 
  ２）カスタマー・エクイティ・マネジメントの思想を反映した、ダイレクト・マーケ 
    ティング企業向けの、「顧客基盤価値最適化」意思決定支援システムの開発企画 
 
 ３）一般のビジネス・パーソンに、ダイレクト・マーケティングや、カスタマー・エ 
    クイティについての基礎的な知識を習得してもらう為の、研修の企画と実施 
 
である。 
 このような取り組みは、発案者兼事務局兼プロデューサー役が必要なので、そういった動
きができたら、と思う。 
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